２００９年度大阪府交渉記録

■本記録は、７月７日、８日、１４日、１６日に行われた、「障害者・家族・関係者の要求大集会実行委員会」と大阪府との交渉の模様を、実行委員会の責任でまとめたものです。

＜障害児教育の充実＞

１．障害児学校の現在の過大･過密を解消し、今後増加する児童生徒に対する教育環境を整え、豊かな障害児教育を保障するために学校を建設してください。

①８地域（枚方･寝屋川地域、東大阪・中河内地域、堺･泉北地域、松原･柏原･羽曳野地域、岸和田・泉南地域、北摂地域、門真･守口地域、大阪市内地域）に２０１５年度までに、１０校の小･中･高のある支援学校を建設してください。

【基本回答】

知的障害の児童生徒数の増加に対応するため、平成２１年整備基本方針を策定した。平成２５年度までに府内四地域で、小･中学部･高等部のある支援学校の整備に着手するとともに府有施設を活用して児童・生徒数の増加に対応してゆく。

【発言】

○佐野支援学校　一学年の人数がとてもおおくて大変。プールの回数が減った。宿泊も一・二年のみになった。仮設校舎が９０名では過大・過密の解消にはならず、長時間通学の問題も解消されない。

〇東大阪支援学校　東大阪に小・中・高のある支援学校の建設を。

〇八尾支援学校　仮校舎について十分な教育条件整備を

〇富田林支援学校　早急に新設校に関する発表を。現場の意見を聞いてすすめてほしい。

○寝屋川支援学校　三学年で１６０人を超えている。中学部も含めて仮・仮設校舎に移れるようにしてほしい。主担校はどこが担うのかについても早急に答えてほしい。

○枚方　枚方への支援学校建設の計画について説明会を開いてほしい。

○堺　堺泉北地域に高等支援学校を建設してほしい。

○吹田支援学校　鳥飼高校跡地への分校への通学について、バスターミナルまで出向ける人はスクールバスに乗れるといわれているが、そこまで出て行くことが大変。学校の施設設備についても改善してほしい。

○四地域への設置計画について、各地で不安が出ている。不安にこたえる姿勢を持っていただいているのか。平成２５年までの基本方針では課題過密は解消しない。現計画の前倒しが必要。住民や関係者への説明会をしっかりと開催すべき。少なくとも四地域で地域ごとに要望を聞く場を設けてほしい。

【回答】

○安心・安全にしっかりと対応してまいりたい。２５年度までの整備については基本方針のとおり進めていく。２６年度以降については、さまざまな状況を勘案して検討してまいりたい。地域への説明会について、学校長を通じて説明してまいりたい。また、分校については市町村教育委員会を通じて説明させていただいた。四地域については、関係校を通じてしっかりとヒヤリングさせていただきたい。団体との要望・こんだんについては、昨年同様に対応させていただく。

【発言】

○条件整備について、計画段階から住民参加の立場を貫くこと。

【回答】

○教育条件についてはできるだけよいものにしていきたい。皆さんの声を聞くということについても学校長を通してのヒヤリングをしっかりとさせていただきたい。在校生については校長がきちんと説明できるようにする。分校・新校移行について、団体ともこんだんの場を持つ。

②仮･仮設校舎の設置

ア）仮設・仮校舎の整備、開設に向け、教職員・父母の意見を十分尊重し、必要に応じて府教委としての説明会を開催してください。

【基本回答】

校長を通じてお聞きしている。情報提供も校長を通じて行う。

イ）分校として開校し、子どもの実態に応じた必要な改修及び教職員配置をおこなってください。

【基本回答】

法令に基づき配置することを基本としており、今後とも適正な定数管理につとめてまいりたい。

ウ）子どもが使用する全ての普通教室および特別教室、管理諸室に空調設備を備えてください。

エ）スチール製の教室扉や窓枠はアルミ製に変更するとともに、安全に配慮してください。

オ）スロープをつける、段差をなくすなど、バリアフリー化をおこなってください。

【基本回答】

予算の範囲内で法令適合、安全・安心はもとより、生徒の実態に応じた改修に努めていきたい

カ）直営による学校給食を実施してください。

【基本回答】

分校・分教室においても本校と同様、これまでどおりの方針で対応する。

キ）直営によるスクールバスを配車し、安全で安心な通学を保障してください。

【基本回答】

分校・分教室においても本校と同様、これまでどおりの方針で対応する。

ク）教育課程や教育内容については、教職員･父母の意見を十分に尊重してください。

【基本回答】

関係校と密接に連携をとり、教職員保護者の意見は各学校を通じて聞く。

ケ）子どもを取り巻く教育環境の変更をできるだけ最小限にとどめ、学校運営を円滑に行うために教職員の人事異動に関しては十分な配慮を行ってください。

【基本回答】

円滑な運営体制を確保する観点から、校長から事情を聴取し適切に行ってまいりたい

③府内４地域４校の新設

ア）府内４地域４校の新設に関しては、教職員･父母の意見を尊重すること。とりわけ「特別支援学校施設整備指針」改訂に伴う都道府県知事・教育長あての文科省通知（１９文科施第１６０号　平成１９年７月２４日）の「１、計画的な整備」にある「なお、都道府県と市町村の教育委員会は、密接な連携を図るとともに、その他の関係機関などとも連携を図りつつ、専門家、教職員、地域の人々の参画を促すなどして、関係者間で共通理解が得られるよう努めること」を最大限尊重し、必要に応じて府教委としての説明会を開催してください。
【基本回答】

施設整備基本方針に基づき整備をしてまいりたい。関係者からの意見を十分にお聞きしすすめてまいりたい。

イ）新設校に向けての施設計画及び設計においては「特別支援学校施設整備指針」の基本的な考え方や留意事項をガイドラインとしてください。

【基本回答】

特別支援学校施設整備指針を参考に進めてまいりたい。

④富田林支援学校の増築工事

ア）現在行われている増築工事について、引き続き子どもたちの安全確保と教育環境の悪化を防いでください。
【基本回答】

平成２０年度の暫定予算の影響もあり、工事が一時中断したが、八月末までを工期として行うものであり、児童の安全を最優先ですすめてまいりたい。

イ）夏休み期間中の登校日やプール開放が、中止されることのないような策を講じてください。

【基本回答】

夏休み期間は環境整備工事が行われ、通学バスの安全な運行が確保できないことから、夏期休業中の学校行事は中止させていただく。

ウ）校舎完成後の子どもたちの動線について現場の声を最大限生かし、小学部棟を中学部・高等部の生徒が通過して交錯することのないように検討してください。

【基本回答】

適切な導線計画を行うようつとめてまいりたい。

エ）校舎完成に伴い、これまでに普通教室に転用してきた特別教室を元に戻してください。

【基本回答】

転用教室の解消については今後の児童生徒数の推移をふまえ、適切に対応してまいりたい。

２．視覚障害･聴覚障害･病弱教育を充実してください。

①視覚支援学校寄宿舎の後退につながる｢寄宿舎のあり方についての見直し･検討｣(｢行財政計画案｣)を撤回してください。また、障害児学校寄宿舎の機能を充実してください。なお、｢府立盲学校基本構想策定事業｣の内容を明らかにしてください。

【文書回答】

○府立視覚支援学校の寄宿舎のあり方につきましては、将来の学校のあり方や国の特別支援教育の動向等をふまえ、引き続き検討してまいります。

○また、「府立盲学校基本構想策定調査事業」は、視覚障がい者を取り巻く環境及び建替えにあたっての諸課題についての検討や、全国の盲学校の現状調査を行ったものです。

○なお、今年度は、「府立視覚支援学校整備事業」の中で、現校舎の建替えのための基本設計を行ってまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

②聴覚障害児教育

ア）だいせん聴覚高等支援学校については以下のことに留意して進めてください。また、大阪府北部地域にも聴覚高等支援学校を設置してください。

ｉ）聴覚支援学校にふさわしい施設・設備の充実を図ってください。

ⅱ）通学負担を軽減するため、通学用バス運行など通学条件の改善をはかってください。

【文書回答】

ア)だいせん聴覚高等支援学校と大阪市立聴覚特別支援学校高等部で連携を図りながら、聴覚障がいのある生徒に対する教育を充実させていきたいと考えており、さらなる聴覚高等支援学校の設置の予定はありません。

ｉ）施設・設備につきましては、聴覚障がいの特性をふまえ、確かな学力と職業自立につながる専門的知識･技術が修得できるよう、聴覚障がい者に必要な文字情報システムと赤外線補聴システムを整備するとともに､各学科に必要な機器なども整備してまいりました。

ⅱ）だいせん聴覚高等支援学校は、自立した社会人への育成を図ることを基本理念として掲げています。確実な進路支援を行うためにも､通勤時の公共交通機関の利用や遅刻しない習慣など､社会人として必要なものを身に付けていくことも重要であると考えており、スクールバスの配置等については予定していません。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

ⅲ）「大阪市教育委員会との確認書」を踏まえ、通学が困難な生徒に関しては，大阪市立聾学校への入学を含め，同等の教育権を保障してください。

【基本回答】

通学が困難な生徒については、大阪市立聴覚特別支援学校での受け入れについて、大阪市教育委員会と協議を進めている。「大阪市教育委員会との確認書」を踏まえてすすめることはこれまでどおり。

【発言】

○北部地域から通学しようとすると二時間かかる。通学が困難な児童への対応についてどのように考えているのか。

【回答】

○大阪市立聴覚特別支援学校で対応していただけるよう協議を進めている。

【発言】

○肢体障害があり聴覚障害がある生徒について、市立聴覚特別支援学校にはエレベーターがないが、どのように対応するのか。

【回答】

○大阪市教育委員会に伝えてまいりたい。肢体不自由児についてはできるだけだいせんで受け入れることも含め、通学についても個々に協議をさせていただきたい。

【発言】

○府立支援学校の整備基本方針の中に、聴覚障害者の学校整備についても含めるべきだ。

【回答】

○新しい整備方針の中で、聴覚障害支援学校も含めて検討してまいりたい。

ⅳ）寄宿舎を設置してください。

【文書回答】

○だいせん聴覚高等支援学校は､自立した社会人への育成を図ることを基本理念として掲げています。確実な進路支援を行うためにも､通勤時の公共交通機関の利用や遅刻しない習慣など、社会人として必要なものを身に付けていくことも重要であると考えており、寄宿舎の設置については予定しておりません。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

イ）聴覚障害と他の障害を併せ持つ聴覚重複障害児に対して、その障害の特性にあった教育を一層充実させるとともに､卒業後の進路保障に取り組んでください。

【文書回答】

○重複障がいのある生徒の教育については､個々のニーズ及び保護者の意見も取り入れながら教育課程を編成するとともに､｢個別の教育支援計画｣｢個別の指導計画｣を作成して実施しています。卒業後の進路保障についても、生徒の可能性を最大限引き出すように、高等都入学学時からキャリア教育を実践し、生徒の可能性に応じて取り組んでいます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

ウ）聴覚障害の教職員を採用してください。聾学校幼稚部にも聴覚障害の教員を採用、配置してください。また、教員免許法の改定により聾教育の専門性が損なわれないよう、ろう教育領域を修めた教員を配置するなど、必要な措置を講じてください。

【基本回答】

大阪府教育委員会として、障害者の雇用促進等に関する法律の趣旨を踏まえ、受験上のさまざまな配慮を行ってきた。今年は四名の聴覚障害のある教員を採用した。各学校への配置については適正なものとなるようつとめてまいりたい。うち二名は聴覚支援学校に配置した。

エ）手話に関する深い知識を身につけて児童・生徒を指導できるように、聴覚支援学校教職員の研修内容に、手話を必須科目として取り入れてください。

【文書回答】

○聴覚障がい教育においては、言語概念の形成や思考力の育成が重要な課題であり、幼児・児童・生徒一人ひとりの障がいの状態や発達段階に応じた指導を行うことが大切です。特に、言葉の意味を理解したり、それによって的確な言語概念を形成したり、その指導の過程において､言語による思考力を高めるためには､いかに言葉で表現し、理解するかが重要です。現在、聴覚支援学校においては、言葉による意思の相互伝達を活発に行うため、多様なコミュニケーション手段（聴覚活用、読話、発音・発語、文字、キュード・スピーチ、指文字、手話など）を、一人ひとりの幼児・児童・生徒の実態に十分考慮して、その機能の特徴により適切に選択、活用し、円滑なコミュニケーションが行えるように努めています。各聴覚支援学校には聴覚障がいのある教員が勤務しており、研究部が中心となって、その方々を講師とした手話学習会が放課後等を活用して開かれていますが、単に手話の技術を習得するだけでなく、聴覚障がいの理解や教育のあり方などを含めた総合的な研修となるよう工夫されています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

オ）聴覚障害児・生徒の学校の名称については、ろう学校の呼称を残してください。

【基本回答】

平成１９年４月に法律が改定されたのをうけ条例改正を行い、特別支援学校と名称変更した。

【発言】

○関係者に十分相談せず、名称変更したことは遺憾だ。

【回答】

○名称変更については、ろう学校同窓会や大聴協にも説明させていただいた。

【発言】

○十分な説明をいただいたとは認識していない。

カ）一般校に在籍する聴覚障害児童・生徒が自己の障害認識を深めるために、聴覚障害や手話に関して学ぶ場を教育委員会の責任で開講してください。

【基本回答】

大阪市・堺市を除く４１市町村の小中学校で通常学級に在籍する聴覚障害のある児童・生徒は２０８名。府立高校の在籍者は３１名となっている。昨年より、障害理解教育研修会を開催している。小・中学校のうち５１７校が手話学習を行っている。府立高校でも手話へのとりくみが行われている。今後とも、市町村教育委員会・学校を指導してまいりたい。

【発言】

○聴覚障害者が聴覚障害や手話について学ぶ場を求めている。

【回答】

○教育委員会だけの対応では困難な部分がある。

【発言】

○大聴協も含めた協議の場を持ってほしい。

【回答】

○単独で受けられる話ではないが、継続した話し合いには応じる

キ）今後の聴覚障害教育のあり方に関わって「検討委員会（仮称）」を設置し、保護者・教職員・関係者を加えた議論の場を設けてください。

【基本回答】

聴覚支援学校においてＰＴＡ協議会、学校協議会などにおいてこれからの聴覚障害教育のあり方について検討を行っているところ。さらに、ご要望のような検討の場を設けるという考えはない。今後とも国の支援教育の動向を注視しつつ、聴覚障害教育の充実に努めてまいりたい。

ク）聾学校における３歳未満児対象の早期教育を府として制度化し、専門の教職員を加配してください。

【文書回答】

○幼稚園への入園資格は、学校教育法第８０条に「幼稚園に入園することのできる者は、満３歳から、小学校就学の始期に達するまでの幼児とする｡」と規定されていますので、聴覚支援学校において大阪府独自の制度化を行うことは困難です。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

③病弱児教育

入院していない病気療養児を含め、府内すべての病弱児に対する教育保障を充実してください。とりわけ、地元校に在籍している慢性疾患等で登校できていない児童生徒で、保護者が訪問教育を希望し、主治医により病気療養が必要と判断された場合には、速やかに病弱支援学校に籍を移し訪問教育が保障できるようにしてください。

【基本回答】

病弱時の支援学校として、刀根山支援学校４分教室．羽曳野支援学校５分教室、両校あわせて１５の院内学級を設けている。今後もその充実に努めてまいりたい。

【質問】

○刀根山支援学校に在籍している。小児ネフローゼを発症している。地域の学校に在籍しているときは再発のたびに学習空白が生じてきた。地元校に戻ると再発が心配。訪問教育の実施など必要なときに必要な対応をしていただけるようにしてほしい。

【回答】

○基本手金は、手続きの簡略化など「学習の空白期間が生じないように」努力したい。入院治療中で病弱支援学校に在籍している場合、退院・自宅療養時に訪問教育を行っている。地元校に在籍しているときの在宅療養についての訪問教育は困難な状況。しかし、さきのケース（これまで支援学校に在籍し、訪問教育を受けた経緯があり、その後、入院するまではないが、自宅療養が必要な場合の訪問教育は、主治医の判断があれば籍を支援学校に移し、在宅訪問とすること）については不可能でないと考えるので、経緯について調べさせていただきたい。

３．後期中等教育に関する問題

①たまがわタイプの学校

ア）たまがわ高等支援学校について､豊かな人格形成をめざす青年期教育の観点から検証・検討を行うこと。また、検証については父母・教職員・生徒の意見を反映してください。

【文書回答】

府立たまがわ高等支援学校は、知的障がいのある生徒の後期中等教育の充実を図る観点から、就労を通じた社会的自立をめざす職業教育を行うとともに、知的障がいのある生徒が在籍する高等学校等からの相談に対応する支援センター的機能を担う高等部のみの支援学校として、平成１８年４月に開校し、昨年度初めての卒業生を送り出しました。障がいのある生徒が将来､自らの選択に基づき地域で自立した生活を送ることができるよう、就労を通じた社会的･職業的自立を支援する観点に立った学校の運営に努めています。たまがわ高等支援学校につきましては､社会的自立に向けた教育課程の編成、職場実習などの積極的な展開等により実践的な職業教育を図るという教育目標や平成２１年３月に策定いたしました「府立支援学校施設整備基本方針」をふまえ、その効果について検証を行いたいと考えています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

イ）就労に関しての定着率などを明らかにしてください。

【文書回答】

平成２０年度の卒業生の就職率は、約８割でした。離職者につきましては、現在のところ報告を受けていません。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

②高等学校の障害児教育

ア）自立支援推進コース（府立高校９校）及び共生推進モデル校（枚岡樟風高校）における施策の検証を行い、必要な改善をおこなってください。

【文書回答】

○平成１８年度に制度化しました自立支援推進校及び共生推進校の取組みは､本年で４年めを迎えることになりました。平成２１年度の入学者選抜から募集人員をすべての学校で３人としたところです。

○各校におきましては、生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、必要な支援を行いながら、「ともに学び、ともに育つ」教育を推進しているところです。

○人的措置も含め条件整備につきましては、国からの１８人の教員加配を含め、担当コーディネーター、非常勤講師、学習サポーターを配置するなど、各校とも協議しながら必要な支援に努めたいと考えています。

○また、設備面では、学習指導や交流教育等に活用できるよう学習室を整備するなど、教育環境の充実に努めているところです。

○さらに自立支援推進校及び共生推進校における種々の教育課題についての情報交換及び支援等を目的として、学識経験者、庁内関係部局等を交えた「自立支援推進校・共生推進校連絡会議」において協議を重ねるとともに、校長連絡会や担当者会等を実施し、その課題の整理や検討に努めています。

○今後とも、各校と協議しながら、施策の検証を行い、必要な支援に努めてまいります。

(回答部局課名)教育委員会　教育振興室　支援教育課

イ）府立高等学校に在籍する発達障害などの生徒の実態把握をして、必要な施策を講じてください。

【文書回答】

○府教育委員会としては、障がいにより配慮を要する生徒の状況については、これまでも把握に努めてまいりました。

○その上で、エレベーターや手すりの設置・トイレ改修等施設の整備や、支援機器の拡充を進めてまいりました。また、必要に応じて非常勤講師の措置を行い、学校支援人材バンクを活用し、介助ボランティア及び学習支援サポーターによる支援も行ってまいりました。

○今後とも、「ともに学び、ともに育つ」学校づくりを推進するとともに、生徒一人ひとりの障がいの状況を的確に把握しつつ､充実した学校生活が送れるよう必要な配慮を行い、最大限適切な支援ができるよう努めます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　高等学校課

ウ）すべての府立高校にエレベーターの設置など、障害を持つ生徒が安全・安心に高校生活が送れるよう施設整備を充実してください。

【文書回答】

○府立高校におけるバリアフリー化につきましては､障がいのある生徒が学習活動に支障をきたすことのないよう、福祉のまちづくり条例に基づき、エレベーターをはじめ、多目的（障がい者用）トイレや階段手すりの設置、スロープによる学校内の段差の解消等について、計画的に整備を進めているところであります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　施設課

４．適正な教職員配置を行い、障害や児童・生徒の実態に即した、手厚い教育を行ってください。

①標準法は最低基準であるという認識に立ち､標準法を下回っている学校については早急に改善するとともに、教職員定数を見直し、児童生徒の実態に見合った教職員の増員をしてください。そして､引き続き国に定数法改善を強く働きかけるとともに､当面､府独自で幼･小・中学部の教職員定数の乗数を、学校入学期に鑑み、幼稚部・小学部は学級数にかかわらず学級数×２に､中学部は５学級以上の場合にも学級数×２にしてください。

【文書回答】

○支援学校の教職員の配置につきましては、これまでも法令に基づき、各学校の学級数に応じて措置するほか、障害の重度重複化への対応や障害種別に応じた訓練指導の充実などを図るため、国の第６次・第７次教職員定数改善計画に基づく定数を活用し、教員加配の充実を図ったところでございます。

○ご要望の件につきましては、極めて厳しい財政状況の下、困難であると考えております。

○今後とも、適正な教員配置に努めるとともに、国に対しては本府の実情を踏まえ、必要な教員の配置ができるような措置を講じられるよう、要望してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

②期限付講師をはじめとする臨時教職員による配置を改め､正規の教職員による配置をすすめてください。

【文書回答】

○支援学校の教員の新規採用につきましては、定数事情が厳しい中ではございますが、幼稚部・小学部については、２１年度は４１人を採用、２２年度は約５０名を採用の予定です。

○中学部･高等部については、２１年度は５８人を採用、２２年度の募集は､中学校・高等学校とそれぞれ一括して行うこととしており､支援学校で採用する具体的な人数は、現時点では未定です。

○今後とも、適正な定数管理を行う中で､必要な教員数の確保に努めてまいりたいと考えております。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

③養護教諭を学部ごとに配置してください。

【文書回答】

○養護教諭の配置につきましては、国の定数を活用し、各学校の実情を考慮しながら、複数配置に努めてきたところでございます。

○今後とも、支援学校の養護教諭の定数の確保に努めてまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

④地域支援のための教員を国に対して新たな定数枠の要望をするとともに､府としても新たな定数枠を設けてください。当面「障害児教育支援整備事業費」（リーディングスタッフの活動保障）の増額をしてください。

【文書回答】

○障がいのある幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて､適切な指導及び必要な支援を行う支援教育を進めていくために、小・中学校等や府立支援学校における校内支援体制の整備はもとより、府内７ブロックにおいて、府立支援学校と市町村教育委員会等が連携し、府が養成したリーディングスタッフを活用して、障がいの重度・重複化、多様化による教職員や保護者の様々なニーズに対応できる地域支援体制の整備を図っています。リーディングスタッフが地域支援などの活動を円滑に行えるよう、平成18年度からその活動の時間の一部を支援する非常勤講師の配置を行っています。平成18年度については週６時間、平成19年度からは週８時間、府立支援学校25校及び市町村に非常勤講師を配置しました。リーディングスタッフについては､国に対しても標準法定数内での配置を強く要望しているところであり、今後とも、活動状況等を見極めながら内容の充実を図ってまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課）

５．障害児学校の学級編制を適正におこなってください。

①重複障害学級の対象について、学校教育法施行令第２２条の３に含まれない「常時介護を必要とする」情緒障害をあわせもつ知的障害の児童生徒についても措置してください。

【文書回答】

学級編制にあたりましては､年度ごとに校長を通じて学校の事情等を聴取することにより、適切に行ってきたところです。重複障がい学級の対象児童生徒に関しましては､法令の趣旨や児童生徒の障がいの状況等を勘案し、法令に定める重複障がいはもとより、行動的側面から見て常時介護を要する児童生徒等についても配慮できるよう努めたいと考えています。

②一般・重複障害学級の学級編制は、「義務教育標準法丿第３条第１項・同施行令第２条にもとづいておこなってください。また、重複障害学級の編制に際して、児童・生徒総数を「３で除する」という不当な方法を直ちにやめてください。

③学科・学年制にもとづいた学級編制をおこない、違法な「くくり」（複式学級編制）はやめてください。

【文書回答】

重複学級の編制に関しましては、「義務教育標準法施行令」第１条に基づき、学部を基本として複式学級にて編制を行っています。一般学級の編制に関しましては、「児童又は生徒が著しく少ない」場合に複式学級編制を実施しています。今後とも、学校の状況を十分把握し、適正な学級編制を行ってまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

６．障害児学校教員の特別支援教育免許状所有率を､全国平均並に引き上げる措置を講じてください。

【文書回答】

○大阪府の支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有率は､平成２０年度の調査では、７ ２．２％となっています。免許を取得するためには、基本的には大学で必要単位を履修する（通信制大学・放送大学を含む）必要がありますが、それ以外に教育職員免許法及び同法施行規則に基づき、文部科学省の認定を受けて実施する認定講習を受講する方法があります。

○府教育委員会では、「大阪府教育委員会特別支援学校教育職員免許法認定講習」を実施し、平成１４年度以降は、支援学校教員並びに支援学級等担当教員が優先的に受講できるよう配慮しています。今年度は、各領域に関する科目（第２欄　視覚領域２講座、聴覚領域２講座、知的領域１講座、第３欄　２講座）の計７講座を実施する予定です。（各講座とも２日間）

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課)

７　人事異動は公正・適正に行ってください。

①府立学校教員人事取扱要領および学校教職員人事取扱要領における異動の対象「４年以上」基準をただちに撤回してください。

②府立学校教員人事取扱要領における異動の方法の「新規採用者については、原則４年で異動を図る。（ただし最長６年まで）」の項目をただちに削除してください。

③当面、府立障害児学校における教員・教職員人事について、府教委の「人事異動方針」を「凍結」してください。

④人事異動問題については、父母・教職員の意見や要望を十分に聞いて、施策を示してください。

⑤本人希望と納得にもとづく人事異動、公正で民主的な人事異動を実現してください。

⑥学校運営や教育活動に支障をきたす強制異動を断じて行わないでください。各学校がもつ特殊性、教育の専門性を考慮し、各学校の学校運営や教育計画を尊重してください。

⑦各学校の実情に見合った教職員の配置を行ってください。特に職場の年齢構成や男女比、教科・免許・経験、学校の教育計画などを充分考慮し、校長具申を踏まえた配置を行ってください。

【基本回答】

移動の基準は原則４年としている。専門政党を考慮することは人事取扱要領にも定めている。適切に対応してまいりたい。調書、ヒヤリング等を通して適切に行っていきたい。

【発言】

○聾学校の共生人事異動はやめてほしい。

○准校長の配置は本当に必要か。

○人事異動は本人の希望も入れて適切に行ってほしい。

○寝屋川支援学校は三学部主事が同時に移動して大混乱になった。校長・准校長ともに退職した。

【回答】

○寝屋川支援学校については学校長から事情を聞き、学校運営に支障がないということで行ったものである。

【発言】

○教育委員会は経過についての説明責任があるのではないか。

【回答】

○最終的には教育委員会が判断した。

【発言】

○今回の事に関する説明について、きちんと行ってほしい。

【回答】

○個々の問題については個別事案であり回答できない。学校全体のことについては学校長を通してほしい。

【司会まとめ】

〇人事異動により年度末の寝屋川支援学校における問題の府教委と現場の認識の乖離について「学校の活性化」という視点から説明を行なう。また、生野聴覚支援学校における人事異動においても、専門性や活性化の観点から説明を持つことを確認。

⑧障害児学校への異動、採用にあたっては、障害児教育への理解と熱意のある教職員を積極的に配置してください。

【文書回答】

○大阪府の公立学校教員採用選考におきましては、求める人物像として、①豊かな人間性、②実践的な専門性、③開かれた社会性を掲げ、第１次選考から全受験者に対し面接を課すなど、人物重視の選考を行っています。また、平成２１年度教員採用選考テスト（平成２０年度実施）から、将来の特別支援教育を担うことのできる人材を確保するため、一般選考とは別に「特別支援教育を推進するための選考」枠を設け､特別支援教育に関する高い専門性と幅広い知識を有した教員の確保に努めているところです。

○教職員の人事異動につきましては､各学校の教育目標の達成を図るため、全府的視野に立ち、適材を適所に配置する観点から、適正な教職員の配置に努めてまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

⑨管理職の任用にあたっては､特別支援学校免許を所有し、障害児教育の高い識見を備えた、父母、教職員の期待に応える教職員をあててください。

【文書回答】

○校長、教頭につきましては、その職責にふさわしい見識と指導力を備えた人材を配置してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

⑩少人数の学科､少人数の教科･科目の異動については学校の実情に基づき特別の配慮を行ってください。

【文書回答】

○少人数の学科、少人数の教科・科目の異動については、校長とのヒアリングを通して、学校の状況について十分に聴取いたしまして､適切に対処してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

８　安全･安心で適正な通学時間･通学距離を保障してください。

①適法な請負であれば安全･安心な通学保障ができないスクールバスの民間委託化方針を撤回し、直営でのスクールバス運行をしてください。

【基本回答】

民間委託で行っており、直営バスと同等の成果をあげているところ。乗務員と学校との情報共有は行われている。適法な請負の範囲内で対応している。

【発言】

○教員が民間委託側からの要請で民間委託のバスに乗り、子どもの介助・指導することは問題にならないのか。法に抵触しないのか。

【回答】

〇そうした事実は把握していないので、一度調べさせていただく。

②適正規模の障害児学校を各地域に建設するとともに、スクールバスを増車し、自宅から４０分以内で通学できるようにしてください。なお、早急に６０分を超える乗車時間を解消してください。

【基本回答】

平成２５年度までに府内四地域で各一校新校整備を行うこととしている。今年度三台の増車により通学バス乗車数は１５７人増えたが、バス乗車時間が６０分を越える児童は１０６名減少した。

【発言】

○乗車時間ではなく通学時間などの傾向はどうなっているか。

【回答】

○詳細資料は持参していないが、全体として通学時間は減少していると認識している。

③医療的ケアを必要とする児童・生徒が安全に通学できるようにしてください。

【基本回答】

〇慎重に対処すべきものと考えている。

【発言】

○医療ケアが必要なことでスクールバスに乗せてもらえない子どもは、親が自家用車で送迎している。その途中で何か起こっても全部自己責任。バス乗車とくらべてこちらの方が危険な状況。

【回答】

○バスが大きいため停車する場所も制約されてしまう問題などがあるが、学校と相談して試乗するなど検討して対処したい。ただ現状では、基本的にはバス車内での医療的ケアは行えないとしかいえない。

④スクールバス乗車の移乗介助の実態を各学校ごとに調査してください。

【基本回答】

○乗車時の状況を含め通学バスの運行等の状況については､毎年学校ごとにヒアリングを実施し、その把握に努めているところです。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

⑤スロープ付・リフト付のスクールバスを大幅に増車してください。

【基本回答】

○スロープ付き、リフト付き通学バスは、本年度４７台運行しています。車両の改善につきましては、通学バスの更新時等を捉えて、児童生徒の障がいの状況に応じたものにするよう努めているところです。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

⑥小型バスにも「３人乗務体制」を導入してください。

【基本回答】

○乗務員を３人にすることについては、大型、中型バスにおいては実施済です。小型バスについては、現在乗務員２人で運行していますが、これを３人に増員することは、車内スペースや乗車定員の関係から誠に厳しい状況です。また、中型バスヘの移行も進んでおり、小型バスは少なくなっています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

⑦視覚及び聴覚支援学校生徒の通学支援のため､主要駅からの通学用バスを配車してください。

【基本回答】

○視覚支援学校につきましては、現在２台の通学バスを運行しています。聴覚支援学校におきましては、立地条件、対象年齢等の条件は異なりますが、いずれの学校におきましても、現在、通学バス運行の予定はございません。通学路の安全確保は非常に重要なことと考えており、引き続き安全確保に努めてまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

９　より豊かで安全な学校給食を子どもたちに保障してください。

①適法な請負であれば安全･安心の学校給食が保障できない障害児学校における学校給食調理業務の民間委託化はやめてください。

【基本回答】

在籍する児童生徒の障害の重度化・重複化に伴い、その内容も多様化している。段階食等多様なメニューが提供されるなど効果的・効率的な運営が図られるよう、民間委託により対応してまいりたい。

②障害児学校の父母･教職員･関係者に対して､府教委の責任で十分な説明を行ってください。

【基本回答】

学校長より要請された場合など適宜開催している。

③文部科学省「学校給食衛生管理の基準」にもとづいて、厨房の施設設備を抜本的に整備してください。

【基本回答】

○厨房施設等につきましては、学校からの依頼により、その都度衛生面での配慮の必要性など、緊急性の高いものから改善に努めているところです。今後とも、関係課間で連携しながら改善に努めていきたいと考えています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育進行室　保健体育課教育振興室　支援教育課　教職員室　教職員人事課

④給食調理員について、８月１日付人事異動を中止してください。

【基本回答】

○民間委託化に伴う給食調理員の人事異動につきましては､平成１８年度からは４月１日付けで実施しています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育進行室　保健体育課教育振興室　支援教育課　教職員室　教職員人事課

⑤給食調理員の新規採用選考を再開し､転退職に伴う補充は正規職員で行ってください。

【基本回答】

○支援学校の給食調理業務につきましては順次民間委託化することから､現在欠員となっている学校への対応や、今後の退職あと補充につきましては、委託状況をふまえ､他校からの人事異動または非常勤職員を措置することにより対応してまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育進行室　保健体育課教育振興室　支援教育課　教職員室　教職員人事課

⑥仕様書の内容については、十分な協議を行ってください

【基本回答】

○仕様書の内容につきましては､府教育委員会が安全で安心な学校給食を実施するための契約を締結するにあたり、委託業者に対して一定の条件を附するものです。府教育委員会としましては、民間委託の対象校の栄養職員、校長等から内容についての意見を伺うなど、十分協議し、仕様書を作成しています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育進行室　保健体育課教育振興室　支援教育課　教職員室　教職員人事課

⑦教員による二次調理を解消し、段階別調理など豊かな給食が実施できるよう、給食調理員・栄養士を増員し、厨房を拡充整備してください。

【基本回答】

○児童生徒が食べやすいようにスプーン等で小さくするなどの摂食支援を行っている状況は承知していますが､教員が厨房外での二次調理を実施することはありません。こうした対応につきましても、調理業務の民間委託化を通じ、より一層きめ細かな体制をとることが可能であると考えております。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育進行室　保健体育課教育振興室　支援教育課　教職員室　教職員人事課

10．医療的ケアの必要な子どもたちの教育保障を充実してください。

①看護師配置については、正規の学校職員として独自に定数枠を設けるとともに、全体を把握できる常勤の看護師を必要に応じて配置ください。

【基本回答】

平成２１年度、教員定数枠を活用して看護師を配置している。

【質問】

○生野聴覚支援学校に通学している。二分脊椎で導尿が必要。医療行為だが看護士が配置されておらず、親が付き添わないといけない状況。定数外で看護師を配置してほしい。

○岸和田支援学校。医療的ケア保護者部会を設けて意見交換しているが、給食・通学の際の課題が大きい。

【回答】

○現時点では特別非常勤講師の枠を活用する方法しかない。個別の件（生野聴覚支援学校）については真摯に対応してゆく。

②国に対して、新たな定数枠による看護師配置を要望してください。

【基本回答】

引き続き要望してまいりたい。

【質問】

○生徒増で学校は教員が足りない状態。定数枠を活用して看護師を配置するというようなゆとりはない。他県では、非常勤の定数外配置、常勤看護師の配置なども行っている。

【回答】

○財政状況が厳しい。現在の状況がベストだとは考えていない。課の中では検討している。国に対して要望をしている。

③泊を伴う行事への看護師の付き添い予算を増額してください。また、学校に配置されている看護師の泊を伴う行事への付添を可能にしてください。

【基本回答】

泊を伴う行事への付き添いについては困難。看護師の雇用形態による制約である。行事開催時に保護者の付き添い等の費用については手立てさせていただいており、その際別の看護師が付き添うなど、各学校で工夫をしていただいている。

【質問】

○日ごろの状況を理解している看護師が付き添う方が効率的。今後どのように改善しようとしているのか。

【回答】

〇来年度に向け、年度内に、前向きに検討してゆく。

11．小・中学校における障害児学級の在籍者数が大幅な増加傾向にあり、障害が重度化・多様化している実態をふまえ、次の施策を実施してください。

①障害の重度化・多様化をふまえ、障害児学級担任者を大幅に増員してください。また、各市町村の独自措置としておこなわれている加配措置（介助員制度等）に見合った大幅な教職員増をおこなってください。

【基本回答】

近年大幅な増加傾向にあり、障害の重度化している。市町村と十分な協議の上、適切な配置につとめている。

②学校教育法第７５条・学校教育施行規則第７３条１８の定めにもとづき、障害種別の学級設置をおこなってください。また、年度途中の児童・生徒の増加に対して、新設・増学級をおこなうとともに、必要に応じた教員配置をおこなってください。

【基本回答】

支援学級の増設置につとめてきた。小学校１６０、中学校６１学級を設置した。可能な限り障害種別に応じた学級設置につとめている。

【発言】

○すみれ小学校･榎本小学校　障害種別の学級設置と、常勤教員の配置を。

○中学校の障害児学級の状況をもっとしっかりと把握してほしい。

【回答】

○できる限り種別設置をしてまいりたい。今年度合計２２１学級を設置することができた。学校を通して教育委員会に要望をあげていただきたい。３０時間という制約もあり、できる限り一年間の配置をしたいと考えているが、現状では１０ヶ月配置となっている。非常勤職員３０時間授業　７５クラス（昨年度＋１５クラス）　看護師２３市６５校に配置（大阪市・堺市を除く）している。いっそう推進していきたい。講師配置について、支援学級担任の選定について特に継続性と専門性に配慮するよう要請している。通級指導教室も増やしていきたい。年に六回リーディングスタッフの研究会を開催している。

③施設・設備の基準を設け、その改善・充実をはかってください。特に、肢体不自由児が在籍するすべての学校にエレベーターを設置してください。

【基本回答】

市町村の責任と負担において実施することとなっている。今後とも良好な教育環境の確保のために、各市町村に対してエレベーターの設置をすすめるよう助言してまいりたい。

④障害児教育の専門性や継続性を尊重し､年齢制限等による機械的な人事はおこなわないでください。

【文書回答】

○教職員の人事異動につきましては､教職員としての経験を豊かにし、その力量を高めるため、計画的に行うとともに、各学校における専門性についても配慮しながら、適切に対処してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

⑤「学校教育法施行令の一部改正」や「文科初第２９１号」通知にもとづき「認定就学者」となる「特別な事情」の基準を明確にしてください。

【文書回答】

○平成１４年４月の学校教育法施行令の一部改正により、支援学校への就学基準（同令２２条の３）に該当する場合であっても、市町村教育委員会が児童生徒の障がいの状況等に応じ、小・中学校において適切な教育を受けることができる特別の事情があると認めた場合には、小・中学校に就学できることが明記されました。

○この場合の「特別の事情」とは、市町村教育委員会が、本人・保護者の意向、児童生徒一人ひとりの障がいの状況等と小・中学校の受け入れ環境等を勘案し、教育指導上の観点を含めた総合的な見地から主体的に判断されるべきものと考えています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

⑥「認定就学者」相当の児童生徒の受け入れについては、「学校教育法施行令の一部改正」や「文科初第２９１号」通知にもとづき慎重に判断し、「適切な教育を受けることができる」よう条件整備を行ってください。

【基本回答】

〇Ｈ１９年度学校教育法施行令において保護者の意見聴取が義務づけられた。総合的に判断し、就学先を決定している。看護師配置が必要な市町村に予算を措置している。

⑦難聴学級を増やし、難聴学級を充実してください(設備、教員配置、専門性など)。校区にかかわらず､聴覚支援学校･難聴学級の選択を、自由にできるようにしてください。

【文書回答】

○今年度は、小学校２３学級、中学校１８学級の難聴学級を設置しました。障がいの重複化、多様化の中、難聴学級以外にも多数聴覚障がいのある児童生徒が在籍していることは、認識しています。

○今後とも、市町村教育委員会と十分な協議を重ね、難聴学級の充実に向け指導していきます。

○小・中学校の校区については、児童生徒の通学上の距離や安全面等を考え、各市町村教育委員会が決定しています。聴覚支援学校においては、幼稚部・小学部・中学部・高等部それぞれに、調整区域を設けているところです。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

12．学校予算を増額してください。

①安全で安心して学べるように、｢学校安全緊急対策費｣を増額して、引き続き警備員を配置してください。

【基本回答】

シルバー人材センターに委託している。今後とも適切に対処してまいりたい。

②教職員旅費・学校管理費予算を増やしてください。

【基本回答】

教職員旅費について厳しい財政状況の中、財政措置を講じてきた。学校管理費について増額は困難だが、学校運営に支障をきたさないよう、必要な予算の確保に努めてまいりたい。

13．特別支援教育にあたっては、すべての子どもたちの成長･発達が保障されるよう、障害児学校･学級の増設、３０人以下学級の実現など十分な条件整備を行ってください。

①３０人以下学級の実現など、通常学級に学んでいる障害児やＬＤ、ＡＤＨＤ等の子どもたちへの教育保障と条件整備を行ってください。

【文書回答】

○支援学級はもとより、ＬＤ、ＡＤＨＤ等の児童生徒を含め通常の学級に在籍する障がいのある児童生徒の指導については､学級担任まかせにすることなく、学校全体で受け止めるための校内体制づくり、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成、指導方法等の工夫改善、さらに学校外からの支援のあり方や教育条件の整備等を進めていく必要があると考えています。

○このため、今年度は「発達障害等支援･特別支援教育総合推進事業」を府内２５市町で実施するとともに、これらの推進地域における成果をふまえ、府内全市町村において支援体制の整備の充実に努めていきます。

○また、支援教育の推進にあたっては、府が養成してきたリーディングスタッフを活用して、各市町村において、各学校の核となる支援教育コーディネーターの養成に取り組んでいただいており、平成１９年度からは、府が所管する全ての小・中学校で支援教育コーディネーターが指名され、校務分掌に位置づけられています。

○加えて、平成１８年度からは、府が養成したリーディングスタッフが小・中学校への巡回相談を行う等、効果的に小・中学校の支援にあたれるよう、リーディングスタッフの活動を保障するための非常勤講師を､支援学校及び市町村に各１人週８時間配置する「支援教育地域支援整備事業」を実施しています。

○今後とも、市町村教育委員会と協力しながら、全ての小・中学校において校内組織体制の整備や運営方法の充実、学校全体の教職員の意識改革、資質の向上が図られるよう取り組んでいきます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

②通級指導教室については、すべての小中学校に設置してください。

【基本回答】

大阪府として通級指導教室を１９年度１１教室　２０年度５教室、２１年度８教室の合計１０４教室を開設している。今後とも拡充にむけて努力してまいりたい。

③コーディネーターの指名等､特別支援教育推進にあたっては、教職員の議論や合意を尊重し、民主的にすすめてください。

【文書回答】

○文部科学省は、支援教育を推進するにあたり、全ての小・中学校に校内委員会を設置し、支援教育コーディネーターを指名し、校務分掌に位置づけるよう求めています。

○平成１９年度から、府が所管する全ての市町村の小・中学校において、校内委員会が設置されるとともに、支援教育コーディネーターが指名され､校務分掌に位置づけられています。

○支援教育の推進にあたっては、全教職員共通理解のもと、障がいのある児童生徒のニーズを学校全体で受け止め､一人ひとりの障がいの状況に応じたきめ細かな教育の充実など、学校全体の協力体制のもとに推進し、取り組まれるものと考えています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

④地域に根ざした「適正規模･適正配置」の障害児学校を増設してください。地域のセンター的役割を果たすために必要な人員配置をおこなってください。

【基本回答】

リーディングスタッフが地域活動を円滑に行えるようその時間の非常勤講師の配置を行っている。

【発言】

〇センター的役割を果たすためには、人事異動基準４年以上ではその役割を果たせない。支援教育課として他の課に対して再考するよう訴えてほしい。校区の広さも問題だ。

【回答】

〇教職員人事課と相談させていただきたい。

⑤支援学校高等部では、自立をめざす青年期教育を豊かに保障するとともに、専攻科を設置してください。

【文書回答】

○平成２１年３月に策定された「第３次大阪府障がい者計画（後期計画）」において、「支援学校の高等部段階は、社会に移行する重要な時期であることから、自立支援の観点から高等部の特色づくりや支援学校のあり方について検討する」などの方向性を示しています。

○また、平成２０年７月１日の大阪府学校教育審議会における「これからの大阪の教育がめざす方向について」の答申では、障がいのある子どもが、将来地域社会の中で自立し、活き活きと暮らしていくためには、一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな指導や生涯にわたって一貫した支援を行うことが求められており、個に応じ、将来を見すえた教育を推進していくことが必要であると示されています。

○そのため、各学校においては、社会的・職業的自立に向けた教育活動を実践する教員を養成し、自立支援に関する教育相談を実施するとともに、生徒の障がいの状況をふまえ、社会人としての生活習慣や職業意識の確立、実践的な職業教育の充実など、職業体験実習をはじめ、関係機関と連携しながら進路指導に努めているところです。

○さらに、障がいのある生徒の社会参加と自立を実現するため、卒業後も見すえ、関係部局や関係機関、経済団体等と連携し、地域におけるネットワークの構築を図りながら、実習先・就労先の開拓、卒業生や障がい者雇用を進める企業への支援体制の整備を進めております。

○今後とも、府教育委員会としまして、支援学校高等部の生徒の自立をめざす教育の充実を図っていきたいと考えています。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

14．学校運営は民主的に行ってください。

①准校長・首席・指導教諭等の制度を廃止してください。

【文書回答】

○首席及び指導教諭については､大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則を改正し、府立学校において、平成１８年度から配置を進めているところです。

○また、准校長についても、大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則を改正し、児童生徒数･教職員数が多い支援学校の高等部に、平成１９年度から配置しております。

【首席、指導教諭】

○学校における様々な教育課題に対し、学校自らが判断し、適切かつ迅速に対処できる組織的で機動的な学校運営体制の構築が必要であり、このため、学校運営組織において、教頭と教職員との間に校務の要となる首席として、首席を設置し、学校運営体制・機能の充実を図るものでございます。

○また、教職員一人ひとりに対して、学習指導をはじめ、生徒指導など生徒を指導していく教育の専門職としての高い能力が求められている。このため、学校において指導力に卓越した職として指導教諭を設置し､教職員の指導力の向上を図るものでございます。

【准校長】

○准校長につきましては、教育課題に迅速に対応し、児童生徒に対するよりきめ細かな教育活動の充実を図るものでございます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

②教育をゆがめ、教職員の共同を破壊する「教職員の評価・育成システム」の撤回してください。

【文書回答】

○府民から信頼される学校教育や学校運営を行うためには、教職員の資質､能力や動務意欲の向上を図る必要があります。

○教職員の評価・育成システムにつきましては、教職員の意欲・資質能力の向上と教育活動をはじめとする様々な活動の充実､組織の活性化を一体的に図るため、規則に基づき、全ての教職員を対象に実施し、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用したところであります。

○今後とも､このシステムが学校現場において円滑に実施されるよう適切に対処してまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員企画課

③障害児学校の管理職には､障害児教育の免許状をもった障害児学校経験者から任用するようにしてください。

【文書回答】

○校長､教頭につきましては､その職責にふさわしい高い見識と指導力を備えた人材を配置してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教職員室　教職員人事課

15．「発達保障」の観点にたった適切な就学指導をおこなうために、府および市町村に就学指導委員会を設置し、民主的に運営してください。

【文書回答】

○障がいのある児童生徒の就学指導については､平成１４年４月に学校教育法施行令の一部改正により、ノーマライゼーションの理念の浸透や地方分権の観点から、障がいのある児童生徒の教育ニーズに応じた適切な教育が行われるよう見直され、市町村教育委員会は、教育学、医学、心理学その他の専門的知識を有する者の意見を聴くものとなっていますが、さらに、平成１９年４月１日に、同法施行令の一部が再度改正され、専門的な意見を聴くことに加えて、保護者からの意見聴取を義務づけることが新たに明記されています。

○市町村教育委員会が行う就学指導・相談については、ノーマライゼーション推進の観点に立ち､本人や保護者の意向を十分ふまえながら､子どもの状況等を把握し、教育指導上の観点を含めた総合的な見地から、就学時はもとより、就学後における継続した就学指導･相談が行われるよう､市町村教育委員会を指導してまいります。

(回答部局課名)教育委員会事務局　教育振興室　支援教育課

＜放課後保障・学童保育の充実＞

16．支援学校に高等部までを対象とした学童保育所を府が実施主体となって設置してください。

【基本回答】

平成１０年７月1日の大阪府学校教育審議会における、これからの大阪の教育が目指す方向について、の本筋は、障害のある子供が地域の学校や、支援学校などたような選択肢のなかでのびのびと学習できる場が求められており、共に育つ教育を推進する必要がある。放課後児童クラブについて、対象となっている児童は保護者が労働行為により昼間家庭にいない小学校の1年生から3年生と支援学校小学部の児童、小学校４年生以上の児童をくわえることができる。障害のあるなし関係なく、支援学校を活用する放課後児童クラブにつきましては、福祉部局から相談があれば学校の運営上に支障がない限りで、提供できると考えている。（教育委員会）

放課後児童クラブにつきましては、市町村や社会福祉法人等が事業の実施主体となっており、保育所や空き教室などの社会資源を活用して実施する事になっている。

障害児の受け入れが進むよう整備に対する市町村への助成、障害児に対して専門的知識を有する職員を配置した場合の補助を含めて児童クラブへの補助金の予算を増額している

また指導員の障害に対する専門的知識の習得や資質向上のための研修会も開催している。

地域の実状を最もよく把握している市町村が、自らの立案で、住民ニーズにそったサービスが提供できるよう、地域福祉子育て支援交付金を新たに創設しました。この交付金を使って実施する事業につきましては、現在市町村からの申請をいただいている。（福祉部）

【発言】

○学童保育があれば、働けるし今の現状が少しでもよくなると思う。家計が大変で夜働かざるを得ず、子どもにも強い負担が強いられている。

○佐野支援学校　四月から支援学校小学部に通っている。学校生活は充実しているが、毎日一時半に帰宅する。親と外出するのもだんだん面白くなくなってしまい、家で療育園時代のＤＶＤを見たりして過ごしている。子どもたちがいるところに連れて行ってもコミュニケーションがうまくとれず、輪の中に入っていけない。親の努力だけでは限界。

○放課後健全育成事業とは別枠でしっかりとした学童保育を府の責任でつくってほしい。

【回答】

○放課後デイサービスは、各方面から要望がよせられて、自立支援法施行後三年後の見直しのなかで示されているが、あくまで市町村の事業ということになっている。地域生活支援事業の予算も全国で４００億円から４４０億円へと一割増となった。

３９市町村合計で３万１８２人。うち障害児が１３１５人。全体の４パーセントとなっている。

○中等部や高等部の中には、すべてとはいかないが、自主通学の人を対象にソフトボールなどのクラブ活動で放課後を過ごしてもらっている場合もある。

○学童保育は児童福祉法に規定されているものだが、対象がおおむね１０歳未満。支援学校に通っている子供だは、小学部が対象。中・高等部は放課後児童育成事業から外れる。早く帰ってくる小学部の子供の学童までの送迎については、府としては送迎までやっていただけないか働きかけているところ。

17．障害児を抱える家族の子育てを支援するため、親などが自主的に運営している「障害児学童保育所」や「放課後・長期休暇中の取り組み」に対する運営費補助の制度を創設してください。

【基本回答】

基本回答：市町村が自ら事業を実施する場合や、委託して実施する場合、自主的に運営されている学童保育であっても、要件を満たしている学童保育所に市町村が補助する場合には、大阪府と国の補助対象となっている。府としては、１０人未満の小規模な放課後児童クラブすべてを補助対象にするよう国に働きかけてきた。これからも働きかけていきたい。　

【発言】

○河内長野でわくわくクラブを行っている。河内長野も補助を出してくれているが、できるのは週に２日だけ。それでも利用料として１０００円いただいている。２日ではなかなかレスパイトや就労支援にならない。毎日できるような補助をいただきたい。

○わくわくクラブは１０年前から保護者の有志で立ち上げた障害児放課後クラブ。市のほうにも要望を出し3年前から補助をいただき少しは助かっている。しかし、保護者が送迎や部屋の確保を働きながら、何から何までやっている。ここまでやってもたりないという現状があり、障害児学童の大切さを改めて認識して欲しい。

○地域福祉子育て支援交付金について、18年度から河内長野市は補助しており、21年度は８０万円に引き上げるといっている。市のほうで交付金のなかから補助金の額は決めてもらえればいい。市の判断に任せている。交付金の予算額は２０億７３００万円。内訳子育て支援分野が１１億３３００万円　地域福祉分野が１億４０００万円　単年度の制度ではない。

○河内長野でわくわくクラブを行っている。河内長野も補助を出してくれているが、できるのは週に２日だけ。それでも利用料として１０００円いただいている。２日ではなかなかレスパイトや就労支援にならない。毎日できるような補助をいただきたい。

【回答】

○地域福祉子育て支援交付金について、18年度から河内長野市は補助しており、21年度は８０万円に引き上げるといっている。市のほうで交付金のなかから補助金の額は決めてもらえればいい。市の判断に任せている。交付金の予算額は２０億７３００万円。内訳子育て支援分野が１１億３３００万円　地域福祉分野が１億４０００万円　単年度の制度ではない。

18．現在、国で検討されている「放課後デイサービス（仮称）」に対する府としての見解ならびに今後の方針を示してください。

【基本回答】

○放課後等デイサービス事業は、放課後や夏休みの居場所の確保等、学齢期の障害児の支援のため、国において児童福祉法の改正を提案。体制案では平成24年4月より施行。詳細については、まだ国から明確に表されていない。府としては、中・高校生の障害児を対象とした、放課後等デイサービスについては、発達支援、保護者の就労支援、レスパイト、といった機能が考えられる非常に重要な、役割を果たすと考えている。今後国の動向を見極めていく。市町村と連携し、放課後等デイサービスの推進方策を検討したい。

【発言】

○全国放課後連と共に運動を進め、国と協議を進めてきた。国は見守りではダメだといっている。日中一時支援では、子どもの安全性が確保できていない。府として準備期間の働きかけを考えているのか。

【回答】

○国の放課後等デイサービス事業の内容が明らかになっていない。要望は上げているが、今後は提案型の要望が必要と考えている。市町村の意見を聞きながら、具体的な要望を考えていきたい。

19．「放課後デイサービス」が親の願いや子どもの発達を保障する制度となるよう国に働きかけると共に府下においても放課後活動の場が拡充するよう府として対策を講じてください。

【基本回答】

放課後等デイサービスについては、各自の障害特性、年齢にあった支援が求められると共に、特に中学・高校生については、高校卒業後の地域生活や就労を見据えたサービスが提供できるよう国に要望している。就学している障害児の活動の場として、児童デイサービス、日中一時支援事業があるが、就学児が通う児童デイの整備につきましては、これまで補助制度はなかったが、大阪府は国の基金を活用して実施している障害者自立支援基盤整備事業を活用して、児童デイの訓練スペースにかかる費用を整備事業の対象にかかることを国から回答を得た。日中一時支援事業については地域生活事業に位置付けされており、地域の特性を生かして実施できる事から、市町村の意見を聞くと共に、関係部局と連携し、障害児の放課後活動の場の拡充に努めていきたい。

国において創設された放課後子どもプランにおいて、放課後子ども教室推進事業を活用し、原則小学校の施設を実施する市町村への補助事業と共に支援学校で事業を展開している。放課後の安心・安全な活動場所を確保すると共に、地域ボランティアの協力を得て子どもの学習活動等の活性化を図り、教育コミュニティー作りを取り組んでいる。

【発言】

○今後どうなろうとしているのか不明な部分が多い。今後、検討の場を設けてほしい。

【回答】

○引き続きご意見をお聞きしていきたい。

【発言】

○送迎への支援を拡充してほしい

【回答】

○国庫補助も活用して送迎加算を少し充実させていただいた。

20．障害児の放課後を保障する施策の計画と推進を図る担当課を設置してください。

【基本回答】

○今年３月に策定した、第３次障害者計画の後期計画において、学校の夏休みなどの長期休暇や放課後等における障害児への支援として、日中一時支援事業の確保や放課後児童クラブ、大阪元気広場の充実を図る事としている。子育て支援課としては、日中一時支援や大阪元気広場を、所管する課と支援施策の推進に努めていく。

21．放課後子どもプランを推進するにあたり、障害児が安心して利用できるように指導員の配置や設備などの充実を図ってください。

【基本回答】

○放課後子どもプランは総合的な放課後対策として創設された。放課後子ども教室推進事業を活用する大阪元気広場推進事業は、原則小学校の施設を活用して実施する、市町村への補助事業と共に小学部のある府立支援学校で事業を展開している。H20年度の府立支援学校事業は15校で、　週末など22日実施している。平均子ども29名、ボランティア15名。本事業は学校備品の活用を想定している事から、設備等は補助の対象にはならない。ボランティアの活用に努めていく

【発言】

○この一年間で検討された事、市町村との話し合いの中で得たことは。

【回答】

○国庫補助を使い送迎加算を充実させた。今年度の活用については、引き続き、市町村への働きかけも含めて対応していく。

【発言】

○利用できる子どもさんはよいのだが、障害が重い子どもさんはなかなか利用できない。さらに充実することはできないのか。

【回答】

○支援学校では、ものづくり、自由遊びなど工夫いただいている。

【発言】

○佐野支援学校　希望を出しても年数回しか利用できない。過大・過密もあるが、もっとたくさん利用できるようにしてほしい。仮設仮校舎になったときどうなるのかも心配。

22．障害児受け入れのための支援制度を充実させ、放課後健全育成事業において、希望する障害児の入所が円滑に行われ、安全に保育が行われるようにしてください。

【基本回答】

放課後児童健全育成事業は、保護者の就労と子育ての支援、児童の健全育成にとって重要な子育て支援策の一つである。放課後児童クラブへの障害児の受け入れにかかる補助につきましては、専任指導員の人件費等を補助してきたが、国の補助制度が改正大幅に充実され、障害児を受け入れるにあたり、適切な専門的知識を有する職員を配置した場合に補助する形となりまして、１４２万1千円と大幅に増額された。平成2１年度予算では４億９４８万円を確保している。引き続き、障害児の受け入れ促進を図っていくよう、適切な予算の確保に努めていく。
【発言】

○利用できる子はいいが、希望をする子供たち、障害の重度な子供たちが利用できるように、していって欲しい。

○佐野支援学校では一学年で１人年２回くらいしか参加できない。子供たちの楽しみなので、もっと活用できるようにして欲しい。

【回答】

内容の拡充を考えている。

＜障害者自立支援法の抜本的な改善＞

23．自立支援法に基づく福祉サービス費の利用料・自己負担金の軽減措置を講じてください。

①自己負担金の未払いに関する調査結果を公表してください。また、利用料軽減措置の実効性を検証してください。
【基本回答】

障害者自立支援法施行後における障害者施設、ケア･グループホームにおける利用状況等の把握に努めている。軽減措置の実効性について施行前と施行後の状況について把握してきたが、引き続き調査に努めてまいりたい。自己負担金の未払い状況については、調査をしていない。

【発言】

○今年度国に要望は行ったのか。

【回答】

○国会が動いていることもあり、国の審議状況をみながらですのでまだ行っていない。適切な時期に働きかけてまいりたい。

○事実上負担を下げる党の措置を国がとってきたが、法文上も応能負担の考え方が盛り込まれる見込み。

②応益負担制度（定率負担制度）はただちにやめるよう国に要望してください。大阪府独自に利用負担軽減策を講じてください。

③障害者自立支援法による、利用料の定率負担、光熱水費、食費、施設の日常生活費、医療費、教育費などの負担の軽減を国に要望するとともに、大阪府として独自の減免制度を実施してください。

④夜間時のヘルパー派遣費用や宿泊費、交通費などの利用者負担についての軽減措置を講じてください。

⑤自立支援給付、自立支援医療、補装具、地域生活支援事業など多分野のサービスをまたがって受ける際の一般世帯も含めた総合上限制度を創設してください。

【基本回答】

②③④⑤まとめて回答。改正法によって応能負担を原則とすることがうたわれており、補装具とあわせた上限設定も行われることとなっている。現在においても一割負担の上限額の引き下げ、補足給付等実費負担の軽減などを行ってきたが、軽減措置の延長や資産要件の撤廃なども行われてるいる。大阪府として、総合上限の制度化などを国に求めてきたが、引き続き適切な負担軽減の実施について国に求めてまいりたい。
【発言】

○一割負担以外にも、家賃、医療費、交通費、など生活にかかる費用がかさむ。本人の収入は８万円。５月の事業者からの請求は６万円少し。これではやっていけない。

○どんなに重度の人でも遊びに行きたいのは一緒です。夜間のヘルパーをつけてほしい。
○重度訪問の方は介護保険制度だと２４６００円となり、だいぶんはねあがってしまう。利用料が１４６００円になると回答があったが、介護保険を利用しないというのは考えられないのか。
⑥移動支援等の地域生活支援事業はすべて、従来通り「応能負担」「負担なし」としてください。コミュニケーション支援からは負担金を取らないでください。

【基本回答】

市町村地域生活支援事業の運営は、市町村が主体的に判断することとなっている。国における制度改正の動向をみて適切な財源措置を講じるよう、市町村に働きかけてまいりたい。

⑦地域生活支援事業推進補助金を廃止しないでください。

【基本回答】

施行後三年後の見直しで重度視覚障害者の移動支援については、自立支援給付かが見込まれているところだ。府単独で実施してきた利用者負担の軽減助成制度は、基本的には市町村で自主的に行われるべきものであることから、府財政再建プログラムで廃止することとなっていたが、平成２２年度までの激変緩和措置を講じることとなった。
⑧食費などの「実費負担」に対する軽減の措置を行なってください。

【基本回答】

低所得層の軽減措置などを国に対して求めてきたが、今後も引き続き適切な利用者負担制度にするために国に働きかけてまいりたい。

【発言】

○交通費の実費負担、ゆうなぎ園で実態調査をした。車での通園平均２３４６４円、電車７９２４円、兄弟の通園費用９１６６円、本人の平行通園の費用１７９１３円と膨大となり、通園回数を減らしている人もいる。通園交通費の補助を復活してほしい。

○ゆうなぎ園保護者。別紙資料の説明。聴覚に障害のある子どもは１０００人に１人生まれると言われている。専豊かな言葉が必要で、門療育を受けるために通園している。専門施設が少ないので１時間かけて通学している。いま家計を圧迫しており、通園をへらしている人もいる。
○ろう学校のように毎日通うことはできない。車で高速を利用している。訓練にかかる費用はもちろん、通園のために、手帳に関係なく交通費補助をお願いしたい。

【回答】

○個人給付的なものは一律廃止することとしている。復活は現段階では困難だ。

⑨障害者施策の利用者が介護保険の対象となったとき、利用料が引き上がらないよう、高額障害者福祉サービス費の充実を図るよう、国に要望してください。

【基本回答】

６５歳（特定疾病は４５歳）を超えた障害者は基本的には介護保険の対象となるが、個別のケースごとに実情を詳しく聞き取った上で対応するよう、市町村を指導している。高額障害福祉サービス費の充実についても必要に応じて適切な利用負担となるよう国に求めてまいりたい。

【発言】

○「低所得二」の人が介護保険対象となったとき、これまで３０００円の上限負担ですんでいたものが、介護保険サービスをいっぱいまで使うことが求められ、２４６００円までの負担を強いられる。改善できないか。

【回答】

○６５歳を超えるとまず介護保険を受けていただくこととなる。もともとは一体化の議論もあり、障害程度区分認定も介護保険の認定基準を活用している。改善すべき点についてひきつづき国に要望してまいりたい。

○事実上負担を下げてきている。法律案の中に応能負担という文言が入っている。現状を維持してほしい、というのは国に要望している。国会の影響でこの法案が上程されていないのは聞いている。
何度も国に強く要望してきている。国は法案を仕切り直し、となるかもしれないが、強く要望していきたい。介護保険など他の制度をまず使わないといけない、ということもある。国も、項目をどうするか、算定のプロセスをどうするか、専門家の手によって検証作業がすすめられている。

【発言】

○国の話、ではなく府としての見解をききたい。工房羅針盤は扶養義務の影響があり、ゆうなぎ園はお金のあるなしで発達保障ができるかできない、となる。介護保険では軽減措置がない。府として、今までのとおりでいいと思っているのか。
【回答】

○生活の状況は非常に厳しいというのは感じている。府としては様々に国に要望をあげている。
【発言】

○具体的に何を要望しているのか。
【回答】

○実態に応じた制度に、というのは要望している。
【発言】

○介護保険の分は、制度的に矛盾だと思われないのか。
【回答】

○おっしゃるように65歳で負担が上がるというのはわかるが、うちの課がさげるとは言えない。
【発言】

○理屈を聞きにきたんではない。子どもがホームに住んでおり、5月は連休があるから安いが、六万円をこえている。子どもの工賃は１０００円に満たない。服が普通の人よりもたない。医療機関に４つぐらいかかっている。親がお金を足さなかったら何ともならない。国に言ってもだめ、市に言ってもだめ、だから大阪府にお願いしている。
○自立支援法訴訟の原告。介護保険の担当者がでてくるべき。制度から切り捨てられている。
○軽減措置をしてもらっているが、何の変わりもない。医療費平均４５００円、服もいたみやすい、服代は施設に入ると三倍ぐらい必要。９４０００円ぐらい毎月必要。施設でもいろいろ必要。いつまで親が援助しないといけないのか。府としての軽減措置をもう少し真摯に検討してほしい。
○障害者が高齢化してきている。これから年があがったときに特養などで自分の支援をしてもらえるのか。
【回答】

○介護保険課　利用料は自分からは答えられない。
○健康福祉の総務課　２５については、この場で回答するものがいない。
【発言】

○実態は担当に伝えてほしい。
【回答】

○低所得については、国に要望していく
○ゆうなぎ園については、復活は難しい。
【発言】

○毎年要望はしている。府として検討してほしい。
【回答】

○大変だと思うが、かなりの負担軽減はしてきた。
24．障害者が地域で自立した生活を送る上で、必要かつ充分な社会資源の整備や支給決定が行われるよう、市町村を指導してください。市町村の整備が進むよう補助をしてください。

①地域生活支援事業などで拡大しつつある市町村間格差に対して、サービス水準の後退につながらないよう、大阪府として実態を把握し、是正に向けての対策を講じてください。

【基本回答】

市町村において円滑に事業が実施されるためには、国において適切な財源措置が講じられることがもとめられている。今後とも引き続き国に財源措置を求めていきたい。市町村の格差については、その要因等の把握に努め、適切に対応してまいりたい。

②早朝、夜間、休日などのヘルパー対応が不十分な市町村などに対し、整備に向けた特別な対策を講じでください。

【基本回答】

５．１パーセント増の報酬改定が実施されたが、その効果も含めて調査を行ってまいりたい。適切な研修が行われるよう、人材養成に努めているところ。利用者本位のサービスが提供されるよう、一人一人の実情に応じた支給決定等、通知をしているところ。利用決定前にサービス利用計画を作成する等の法改正が予定されているが、引き続き個々の障害者が置かれている状況を踏まえた適切なサービス提供が行われるよう、つとめてまいりたい。

③市町村審査会が聴覚障害者の障害程度区分等を審査する際、聴覚障害関係者の意見を反映させるよう、市町村を指導してください。

【基本回答】

市町村審査会においては、障害種別ごとの特性に応じて適切な判断ができるよう、身体、知的、精神のバランスに配慮して委員を配置しているところ。必要に応じて障害に識見のある方への聴取も含め、構成に判定されるよう、市町村に求めてまいりたい。

【発言】

○聴覚障害者は聞こえる、聞こえないということだけでない生活上の困難を抱えている。特にろう重複障害などについてもしっかりとした知識を持った調査員が少ない中、審査会ではきちんとした判断をしていただけるようにしてほしい。
【回答】

○認定調査員等の研修でも、周知をしているところ。市町村の対応に問題があれば、個別の事例についても事情を聴取することができるので、教えていただきたい。

25．介護保険のサービス対象になった障害者について、対象となる以前の福祉サービス水準から後退させないよう、市町村を指導してください。

【基本回答】

（介護保険）障害者が円滑に介護保険を利用できるよう、支援の手引きを作成し、市町村等に配布している。手引き書の周知徹底を図ってまいりたい。コミュニケーションに配慮を要する方々の利用に資するため、点字版、音声版、ルビ内版などの資料も作成している。

（障害福祉）介護保険だけでは、適切なサービスを受けられない方について、障害福祉サービスからのサービスが適切に受けられるよう市町村を指導してまいりたい。

26．障害程度区分でサービス提供が一律に制限されることのないよう、市町村を指導してください。

【基本回答】

一人一人の実情に応じた支給決定を行うよう市町村を指導しているところ。今後とも指導助言につとめていく。

27．福祉職員が生きがいと誇りを持って働き続けることができるよう、また、福祉事業が安定して継続できるよう、抜本的な福祉人材確保施策を講じてください。一般企業に比べて低いと言われている民間社会福祉施設の給与を引き上げるための府独自の施策を講じてください。

【基本回答】

大阪府社会福祉協議会内に大阪府福祉人材センターを設置し、就職フェアや職場体験などの各種取り組みを進めている。今後これらの取り組みの更なる充実を図っていく。国における第二次補正予算における潜在的有資格者に対する再就業の支援などもつとめているところ。

民間社会福祉職員の給与改善について、国から支弁されている措置費単価をベースにした民間社会福祉施設経営安定化補助金があるが、平成１８年に地域福祉手当に準拠した補助に変更されたため、二ヵ年の激変緩和措置を経た後、平成２１年に廃止することとした。今後、昨年秋より実施している実態調査をすすめ、福祉人材センター、ハローワークとも連携を強め、対応してまいりたい。

【発言】

○２０１０年度までで安定化推進事業を廃止して、現在の処遇をひきさげようとしている。現在施設内はぎりぎりの職員配置で対応している状況。

【回答】

○人材確保については、臨時特例対策交付金を活用した事業などで対応させていただいている。民間福祉施設

28．民間社会福祉施設経営安定化推進事業補助金の削減・廃止をやめ、大幅に拡充してください。また、「障害者サービス向上支援事業」「施設機能強化推進費補助金事業」などについて、それぞれ正規職員が配置できるよう補助額を大幅に増額してください。

【基本回答】

民間社会福祉施設経営安定化推進補助金の復活は困難。障害者福祉サービス向上支援事業は廃止することとなった。今後は第三者評価等法人で自主的に実施していただきたい。今後とも安定した運営が行われるよう国に求めてまいりたい。

【発言】

○補助金がカットされて援助がきちんとできない。実践には時間が必要。補助金のカットで実践が低下している。拡充してほしい。
29．障害児者施設において福祉サービスが安定的かつ継続して事業が展開できるよう、大阪府として独自の支援策を講じてください。

①福祉施設への「日割り実績払い」を見直し、安定した運営が行えるよう月額払いに戻すよう国に要望するとともに、実施されるまでの間、府独自の支援策を講じてください

【基本回答】

自立支援制度は全国一律の制度であり、報酬の月額化や水準の見直しなど国に要望している。

【発言】

○生活介護で、平均障害程度区分がなくなり、実際の報酬単価は引き下がった。

【回答】

○報酬単価は平均５．１パーセント引き上げられた。その際本体給付費の引き上げを申し入れたが、現状では加算が中心となっている。この加算に関する効果検証を行うことが重要と考えている。四半期ごとに事業所調査を行っているが、上がっているところもあるし、下がっているところもあるというのが現状だ。加配をおおくすることで実際は穴が開いているところをきちんと検証して国に要望してまいりたい。

②生活介護事業で正規の看護師配置ができるよう財政的支援を行ってください。また、入浴サービスを実施する際、送迎や入浴介護への支援策を講じてください。

【基本回答】

看護士の人件費は報酬に含まれていると認識。適切な報酬への見直しを国に要望する。

【発言】

○入浴のサービス実施には設備投資も必要なため、なかなか実施されていないのが実情。

【回答】

○設備については、交付金の活用ができる。運営費については基本報酬の中にふくまれている。

③事務処理安定支援事業は、1事業所1回限りの補助となっているため、煩雑な会計処理や事務処理をおこなうのは困難です。専任の事務職員が配置できるよう、大阪府において独自の支援策を講じてください。

【基本回答】

人員配置基準の見直しは国において行われるべきものとして国に対して要望を進めてきた。福祉人材センターの積極的な活用についてもすすめていく必要があると考えている。報酬基準に見直しを国に求めていく。

【発言】

○事務処理が大変な状況がある。

【回答】

○特例交付金で事務処理への対応が行われているところだが、十分機能していないことは承知している。国が定めた制度の欠陥を基本的には大阪府として補わないことにしている。緊急雇用対策事業（３年間で６億円）で事務集中センター等の設置ができないか検討している。

④産休等代替職員賃金補助金制度を実態に見合った補助金にするとともに、対象期間を一年半までとしてください。

【基本回答】

Ｈ１７年一般財源化により大半が対象外となった。単価見直し、加算など要望してきたが引き続き要望する。

⑤障害者自立支援法施行後、３年間の経過措置として加算されている「視覚・聴覚障害者支援体制加算」について、平成21年４月以降も引き続き加算されるよう国へ働きかけてください。仮に廃止された場合、現在の利用者への援助の質が低下しないよう現状の職員を確保するために大阪府独自で加算を設けてください。

【基本回答】

視覚・聴覚障害者支援体制加算はＨ２４年３月まで延長となった。引き続き加算を残すよう要望する。

【質問】

○期間がすぎて加算措置がなくなると運営が大変になる。

【回答】

○加算の延長については国に要望する。

⑥国の施設体系の見直しに際して、利用者のうちろう重複障害者が３分の２を超えた場合は「特別指定事業所」として認定し、ろう重複障害者のニーズと専門的な支援に対応した職員の配置と整備が行われるように国にはたらきかけて下さい。また、大阪府独自に重度重複加算制度を創設してください。

【基本回答】

利用者の生涯状況に合わせて再編整備を行ったところであり、今後も国において障害者自立支援法においてろう重複障害者などに適切な支援が行われるよう、働きかけてまいりたい。

⑦今回の新型インフルエンザの発生を教訓とし、障害者への支援や事業所の減収等への対応策を講じてください。

【基本回答】

地域によって対応に差を設けるべきではなく、特別な休業に対する補償制度を設けるよう国に要望していく。

【発言】

○インフルエンザで一週間休業した。欠損分を何とかしてほしい。

【回答】

○休業要請は大阪府が行ったことは事実。先般のインフルエンザについては休業補償しないことはすでに決定したこと。しかし原課として内閣府の交付金で補填してもかまわないということになったが、大阪府は本来国において行うべきものとの考えから補填しない決定をした。大阪府として、補助金施設については減額は行わない。９割補填についても休業していても開業でかまわないこととしている。７市２町の通所施設がすべて休業した場合１億２～３千万円の影響額になるとの試算を行った。どのような形の休業補償がよいのか、今後国も含めて検討していくべきと考える。

30．居宅介護事業を拡充してください。

①夜間対応事業所の拡充を図ってください。

【基本回答】

報酬単価、級地区分などの報酬の問題やヘルパー確保の問題などで夜間対応が困難な場合がある。国に対して適切な単価の引き上げ等を求めていきたい。特定事業所加算などの利用状況を把握するなどして、まだ利用されていない事業所に対して加算を活用していただけるよう働きかけていきたい。

【発言】

○入所型の施設から地域にくらす比率が高まっている中、地域の中での夜間・休日の支援が問題となってきている。

【回答】

○報酬体系上は加算がある。指定事業所で２４時間やっているところもあるが、支援以来を受けていただくことが難しい状況もある。入所型の施設が、夜間対応の拠点的な機能を果たすことは十分にありうる。入所施設の多機能化についても検討課題だ。

②風邪や軽度の外傷など、入院を要しないが普段より活動が制限される場合、緊急にヘルパー派遣時間を増やすなどの措置を講じてください。

【基本回答】

サービス提供責任者が利用者･家族から要請される内容について、２４時間以内に緊急対応を行った場合の加算措置が四月から設けられたので活用してほしい。

③大掃除（換気扇掃除・クーラー掃除・蛍光灯掃除等）や自治会活動での援助、パソコン入力作業援助などの支援をホームヘルパーの仕事として認めてください。

【基本回答】

大掃除は従来から認められていないのでご理解を。自治会活動は地域の自主的な助け合いの中で対応していただきたい。パソコン入力補助についてはＩＴサポート事業などで対応していただきたい。

【発言】

○介護保険のべからず集は障害者施策でも生きているのか。

【回答】

○介護保険に準じると認識している。厚生労働省に確認する。

④必要に応じて病院にもホームヘルパーが派遣できるようにしてください。

【基本回答】

認められていないのでご理解いただきたい。

⑤居宅サービスでは補えない障害者の生活全般のサポートや個々の生活に応じた支援をするための個人付きヘルパー（パーソナルアシスタント）制度の創設を検討してください。

【基本回答】

現行法の中で、適切なサービスが提供されるよう市町村に働きかけてまいりたい。

31．グループホーム・ケアホームを拡充してください。

①グループホーム・ケアホームを大幅に増設してください。府営住宅等の公営住宅をグループホーム利用に積極的に斡旋してください。

【基本回答】

入所施設の受け皿、地域生活の拠点として、グループホーム･ケアホームを位置づけてきた。設置促進のために機能強化事業を進めてきた。府営住宅の斡旋についても年一回行ってきたが、全事業所の希望調査を行うなど、住宅確保についても努めている。

（府営住宅）グループホーム開設希望があった場合、当該受託の空き況等を調査するなどして対応している。これまで平成２１年３月３１日現在２２１戸の府営住宅がグループホームとして活用されている。

（市町営住宅）関係市町に対して引き続き指導助言を行ってまいりたい。

②ケアホームの新規開設の初度調弁費、建設費補助等の支援策を府として行ってください。

【基本回答】

国の臨時特例交付金を活用し、ケアホーム借り上げに必要な敷金・礼金の一部を助成することにより負担の緩和を諮っているところ。府営受託も含め、丁寧な対応を図っているところ。１９４０万円の補助のほか、バリアフリー整備等の補助を行っている。

③機能強化費については、今後も大阪府の責任で、維持・増額をはかると共に、夜間の複数職員配置が必要なところへの支援策として、重度加算などの上乗せ加算補助制度を設けてください。

【基本回答】

自立支援法施行三年後の見直しのなかで、報酬改定も行われたところ。障害程度・職員の配置状況等に配慮した報酬改定も行われたところであり、一定の配慮も行われた。大阪府としてグループホーム機能強化事業を行ってきたところだが、報酬改定の施策効果などについての調査も行いながら、必要であればさらに施策の充実を国に求めていきたい。

【発言】

○茨木ケアホーム「あゆ」は開設以来年間で５００万円の赤字となった。ケアホームの運営補助の中では経営は困難。独自の補助を行ってほしい。機能強化費、重度加算制度を創設してほしい。

○土日に帰らなくてもよいようにしてほしい。

【回答】

報酬改定で障害程度区分ごとの単価わりとなったことなど、今般の改定内容については大阪府として評価しているところ。現在実施している実態調査をもとに、今後の補助等のあり方について検討してまいりたい。

【発言】

○入居者の高齢化についてどう考えるか

【回答】

○グループホーム・ケアホームは住まいの場なので、本人の意思を十分尊重して対応すべきだと思う。日中の対応は加算の拡充などで対応するよう、国に求めていくことが課題となると思う。

④入院期間中の報酬カットへの補填を行うと共に、入院時の２４時間の付き添いや退院後の安静期間及び体調不調時の日中見守りの対応等に対する補助を行ってください。

【基本回答】

入院時支援特別加算に加え、昨年度から長期入院の加算が設けられたところ。スタッフが訪問し、病院と連絡調整した場合、加算がつく。国の通知により、２４時間の療養上の補助は医療機関が行うべき者とされている。府単独事業としてのグループホーム等機能強化支援事業の活用もお願いしたい。

⑤身体障害者グループホームについて、今後も府の補助制度を存続し、設置を希望する場合には市町村が積極的に予算化して進めていくよう指導してください。また、制度拡充にあたっては、新たな利用者負担の導入を行わないでください。

【基本回答】

知的障害者・精神障害者に加え、本年１０月１日から身体障害者も対象となることになった。大阪府ではかねてより、身体障害者へのグループホームについて知的障害者等と同等の制度を単独制度として実施してきたが、国制度が整備されることに伴い、廃止をする予定だ。早く応能負担に、改正されるように国に働きかけていきたい。
⑥医療的な管理の必要なケアホームの利用者が、訪問看護を利用しやすいように利用負担の補助を行ってください。

【基本回答】

ケアホーム利用者が重度障害者訪問看護料の利用助成を行った市町村に対して補助を行っている。未実施の市には実施を働きかけていきたい。

【発言】

○訪問看護は、月当りの負担が高くて使えない。土日に対応している病院も少ない。

⑦病気の時や、盆・正月などの連休時の日中職員が配置できるよう、人件費の補助をしてください。

【基本回答】

体調不良等で、日中活動サービスを利用できずグループホーム等で職員体制を整えた場合の加算制度が創設された。しかしながら土日の支援は国の加算措置から外れているので、国に対して対象とするよう求めているところ。大阪府の機能強化支援事業は土日に関係なく対象としているので活用していただきたい。

【発言】

○さつき福祉会のグループホーム重症化と高齢化がすすみ、平均年齢も４２歳となった。

⑧家賃補助を行ってください。

【基本回答】

グループホーム等について利用者の方々が一定の経済負担を負って生活いただくことを旨としており、一定の負担をしていただくことが原則となっている。他の地域で暮らす方々との均衡を図る上からも、家賃補助は考えていない。単身者との関係で家賃補助をおこなうのは難しい。
【発言】

○河内長野。２２歳、障害年金２級、作業工賃７０００円～１２０００円の収入。支出は、医療費７０００～１３０００円、日中の利用料２０００円、給食代実費、ケアホーム２００００円、共益費等、交通費等、少ないときでも９万９千円かかる。不足分を２～４万円、親が埋めており、親が助けないとホームの生活が送れない。支出の始末はこれ以上できない。どんなにしんどくてもケアホームでのくらしをやめるとはいわなかった。彼の自立にとっては欠かせない場だ。

○寝屋川。二人の子どもに知的障害があり、それぞれグループホームに入ることができた。一割負担に実費負担、日常生活費などがかさみ、足が出ている分を親が見ている。それが二人分となって家計に重くのしかかっている。親がかりで「自立」というのはおかしいのではないか。

○市町村で制度だけでは、たとえば岸和田市は在住者、吹田市は事業者への補助となっているため、吹田市から岸和田のケアホームに入った私の息子はどちらの補助も対象とはなっていない。広域的な立場からしっかりとした制度をつくってほしい。

○生活介護の方がホームで暮らしている。工賃が少なく、もっと働けなんて言えない。どうしたら仲間の収入を増やしていくのか。今は警察で対応する人しか入所施設に入れないと言われたこともある。地域移行もまだまだ受け入れられない人がホームに入ってきている。きちんと補助してほしい。
○触法性障害者しか対応できないというのは把握しているのか。この問題は長い議論。高齢化はまじかに迫った深刻な問題。検討していただきたい。
【回答】

○家賃が平均で２５０００となっている実情等についてはつかんでいるが、他への波及も大きいことなどもあり、家賃補助を行う意志はない。障害者ご本人の、収入を増やすこと、低廉な住宅を確保することなどで対応してまいりたい。

【発言】

○発言を整理したい。1、年金で暮らせない実態、家賃補助などはできないのか。２、土日については機能強化を利用するように言われたができないのではないか。３、入所施設についてどうお考えか。４、制度の変更でうまく機能しているのか。５、「入院」のやりとりを何年も行っているが入院時加算がついても限界、高齢化で通院が必要になっている。６、高齢化についてはどうお考えか。
【回答】

○家賃補助は、公平性の問題で難しい。負担の実態は把握しているので、国に要望している。国の改定された内容は、職員の配置状況に応じて補助をつくったことを評価したいと思っている。大阪府で調査をしたい。実情がわかるような数字を事業所からかえしてほしい。府の機能強化などをプラスするか検討していきたい。どこにお金がかかっているのか明らかにしたい。国の動きとして、２３年度までに改善補助金がある。それで職員確保をしていきたいと国も考えている。医療の分は、問題の本質は、国の医療報酬では通知なので、本質の所（医療対策課）に要望してほしい。
土日、夜間については、国に要望している。4月からだから、充実した加算制度を要望していきたい。高齢化については、そのとおり。トイレ、お風呂のバリアフリー化などの制度を利用してほしい。

【発言】

○高齢化については厚生労働省もあまり考えていないのではないか。
【回答】

○ご本人の意向をうかがいたい。日中支援加算を国に要望していったらいいか。必ず高齢化はしていくので、住める状況を変えていかないといけないと思う。
32．重度障害者の自立（自律）生活を支援する入所施設を整備し、豊かな暮らしを保障してください。

①入所施設の整備・建設をおこなってください。医療的ケアの利用者を受け止めるためのくらしの場を府の責任で整備してください。

【基本回答】

大阪府障害福祉計画で地域以降計画等をふまえ５９４５人のうち２５パーセントを地域移行することとしており、地域移行が困難な方等真に必要な方を対象とすることとなる。市町村と協議をしてすすめていきたい。
【発言】

○重度障害の娘にとって入所施設は絶対に必要。現在ケアホーム・グループホームに入っている人も高齢化すれば入所施設が必要となることもある

○ケアホーム･グループホームと連携した入所施設を整備してほしい。

○地域に拠点となる入所施設を地域につくってほしい。家族の思い。

○利用者　入所施設で７０歳の人もおり、医療的ケアが必要な人が増えてきた。通院にでる回数が増え、ゆっくり職員と話せない。看護師を夜配置してほしい。施設は家なので時間で区切るのはおかしい。府としてどのように考えているのか教えてほしい。

○寝屋川　親が病気になった時の不安がいつもある。ホームが暮らしの場なら、医療的ケアをきちんとしてほしい。入所施設も整備してほしい。

○府営住宅で暮らせない方もおられる。高齢の方もいるので、入所施設は本当に必要。
【回答】

○入所施設は不要であるとは思っていない。地域の社会資源として、そのノウハウが生かされるようにされることが望ましい。

②あまりにも低い報酬単価の改善を大阪府として国に要望するとともに、実施されるまでの間、大阪府において独自の支援策を講じてください

【基本回答】

Ｈ２３年度まで助成をすることにしている。適切な報酬基準となるよう、国に要望してまいりたい。

③夜間の体制が厚くできるよう、加齢や重度化の実態に合わせて補助を実施してください。

【基本回答】

安定した施設運営が確保できるよう、適切な報酬基準について国に要望してまいりたい。

④入院時の付き添いなど、社会資源の活用ができるよう整備をしてください。

【基本回答】

一週間に一回以上病院を訪問し、日常生活上の支援を行う加算制度があるが、日常的な支援についての加算措置は困難。

⑤重度化・高齢化に対応した設備改善に対して補助を行ってください。

【基本回答】

介護用リフト等の設置への補助（4分の３を補助する）などがあるが、新体系への以降が具体的になった際に相談に来ていただきたい。

【発言】

○生活の場としてふさわしいくらしが保障できるようにしてほしい。

○ホームがくらしの場というならば、医療的ケアも含めきちんと対応できるようにしてほしい。

【回答】

○今後報酬単価の充実について国に求めていきたい。

○高齢化に対応した施設の整備等についてもはかっていくよう、特例交付金等を活用していただくよう事業者に周知をしているところ。

○現在は新しく建設する予定はない。

33．ショートステイを整備してください。

①医療的ケアの利用者を受け止めることのできるショートステイ施設を府の責任で整備してください。

【基本回答】

医療連携体制加算が新たに設けられたところ。事業所に配置されている看護師についても加算対象となる。これらの加算を積極的に活用して、医療的ケアに対応できる事業所を増やしていきたい。現在医療的ケアの対応化可能なところが５３か所（うち夜間利用可能２２か所）が整備されている。充実させていくために、公的医療機や市町村に要望していきたい。
【発言】

○小学校六年生男性で医療ケアが必要。医療ケアが必要なために、タイムケア事業やガイドヘルパーが利用できない。水分補給や栄養補給も医療行為となり、ヘルパーではできない。

○介護職員だけで対応が・困難な方の利用は看護師さんがいないので断っている。重症心身障害児施設のショートは満杯の状況。十度の障害者の利用には空床で対応せざるをえず、経営的にも大変。

【回答】

○医療的ケアを伴う障害児の問題については、施策が遅れている現状があると認識している。痰の吸引はヘルパーでも実施可能と認識している。

【発言】

○稼働率が４０数パーセントなのに、実際に利用申し込みの際にはいっぱいといって断られる。病院のショート用のベッドも使われていない実態がある。なぜなのか、理由を究明する必要がある。研究会でも検討を行ってほしい。

【回答】

○ベッド数×３６５を分母にして稼働率をはじいているので、こういった数字になっていると思う。空きベッド状況をどのように周知するのかについても検討課題。

【発言】

○研究会のめどはいつまでか。
【回答】

○年内に考えたい。事業所のヒアリングも行いたい。
【発言】

○施策推進協にも入るのか。
【回答】

○そこまでは考えていない。基盤整備については、後期計画に反映していきたい。
【発言】

○４６％の稼働率。なんでこういうことになっているのか。事業所側の理由で受け入れられないのか。ほとんど利用されていないところもある。究明してほしい。
【回答】

○常に４６％稼働しているわけではない。国で根本的に考えないと大変なことになる。府としても解決の糸口を考えたい。
【発言】

○枚方の実態も、市町村に紙きれで探せと言われたら困る。
【回答】

○空きベッド情報を公表するのが大変。センター的なところが情報を管理できたら一番いいだろう。市町村にも指導していきたい。
②緊急のショートステイ利用に対応できるよう職員加算を行うなど、ショートステイの緊急枠を府が責任を持って確保してください。

【基本回答】

現在４３市町村で１９４事業所１１４８床を確保しているところ。稼働率４６％となっている。指定事業者には応諾義務があるので緊急時の枠の確保は制度上困難となっている。市町村と協議の上すすめていきたい。緊急利用をつかってもらうように指導していく。
【発言】

○夜間でも医療的ケアを必要とする利用者が通えるように整備をおねがいしたい。
③ショートステイ整備数が実態にあっているかを検証するため、地域の実態を把握してください。長期計画に見合う増床を具体化してください。

【基本回答】

第一期大阪府生涯福祉計画では２０２１８日／月の見込み量を設定していた。計画スタート時は１６５８５日／月、事業所数１８９ヶ所が１９４ヶ所となった。Ｈ２１年３月末で増加している。１１４８床を確保している。今後整備につとめてまいりたい。

【発言】

○枚方で実態調査を行った。近くにショートステイ施設がないために利用できない状況が明らかになった。枚方ではショートステイ施設が圧倒的に不足している。お父さんが５６歳でなくなり、ショートが必要と実感した。近いところにないから利用できない。調査を府内全域でやって、しっかり実態を把握してほしい。数字だけではなく、大きい市には事業所が必要。
【回答】

○訪問系サービスとショートステイ、移動支援の３つについての現状、問題の把握などを目的とする検討会をスタートさせている。ニーズ量に見合う基盤整備を大阪府として進めていきたいと考えている。整備がすすむまでの間、医療機関により訪問看護などを活用されることを含め、われわれとしては、医療機関でのショートステイ枠の確保などについてもお願いをしていきたい。

④２００９年の報酬改定により、他の日中系サービスを利用する障害者の報酬が引き下げられ、特に単独型事業所では３～４割の減収が予想されるなどの状況が生まれています。ショートステイ事業が安定的に運営できるよう大阪府として補助を行ってください。

【基本回答】

従来の報酬の考え方が、他の日中活動の利用が困難であったのを改めたもので、夜間利用のみについて日中活動利用が認められたものと認識している。事業者の実態調査を行っていることころであり、その結果も踏まえて、国に必要な改善措置を求めていきたい。

34．補装具等の支給に関して、次の改善を行ってください。

①身体障害者手帳を所持していない児童にも、補聴器を支給してください。

【基本回答】

大阪府難聴児補聴器交付要綱を策定し、軽度難聴児のことばの獲得、生活適応訓練を実施するための補聴器を交付している。また交付に必要な検査料も補助している。

【発言】

○補聴器を自費で装着している。耳かけようで一台５万円。両耳二台で十万円かかる。幼児期は言語取得の大事な時期。府の独自制度は６０～７０デシベル児童を対象としている。６０デシベル以下の児童も補聴器が必要であるので対象としてほしい。

○ＷＨＯでは４０デシベルから補聴器の装用がすすめられている。他府県では、４０デシベルから交付しているところもある。

○補聴器交付検査料補助の存在を知らなかった。

○手帳がある人だけが障害者ではないことを知ってほしい。
【回答】

○昭和５０年度の要綱制定時の規準がそのまま使われている。基準制定時は専門医の意見を入れて決めた経緯がある。６０デシベル以下の方の必要性については専門医から聞けていないので、あらためて、専門医の意見も聞かせていただきたい。

手引きの記載内容については、いつでもお電話ください。
○検査料減免はつきに１～２件の実績がある。

②人工内耳の買い替え、電池、補聴器の電池の購入費用を助成してください。

【基本回答】

手術医療費には医療保険が適用される。対外部の交換については自立支援医療費は対象外となるが、破損等の交換については医療保険の対象となる。電池の買い替えについては対象外。大阪府として国に対し、対象外となっているものについて対象とするよう範囲の拡大、新たな補助制度の策定などについて国に要望している。

③補装具費の引き上げを国に求めるとともに、日常生活用具の補助基準を引き上げてください。

【基本回答】

補装具について、見直しと引き上げについて例年国に要望しているところ。また日常生活用具については、市町村に適正に対応するよう求めているところだ。

④個々の障害者に適した補装具・補助具、日常生活用具の専門的アドバイスと作成、改造できる補装具センターを設置してください。

【基本回答】

実施主体である市町村は医師等の専門職員、業者と十分に連携し行うものとされている。補装具支給制度の技術的中枢機関である、自立相談支援センターにおいて、補装具の専門的な判定、医師の指導、関係職員の研修などを実施している。義肢装具士が利用者の心のケア等も行うなど適切に対応されるよう研修等も行っている。｢自助具の部屋｣事業への補助等も行っている。

【発言】

○補装具の代替、工夫はできないか。予備をつくるのは無理だろうとは思うが。
【回答】

○業者をどういう視点で選ぶか。企業努力を業者にお願いしないといけない。
⑤介護保険法と障害者自立支援法に分かれた結果、売り上げが低い自立支援法の対応する業者が減り、一部の業者に集中するため修理等に時間がかかりすぎ、障害者の生活に大きな影響が出ています。車いすの修理単価を引き上げてください。その際、障害者の負担増は行わないでください。

【基本回答】

平成２０年度で１０５事業所となっている。１２２か所あったものがこの三年で減少している。事業所数は後継者問題などで減少しているが、事業者が利用者への適切な対応を行うよう市町村を指導しているところだ。

【発言】

○工夫ができないのか。

【回答】

○業者には何とか早く新しい者が交付できるよう企業努力をお願いしているところ。

⑥支給品目の拡大と交付手続きの簡素化、迅速な支給、耐用年数の短縮などをはかってください。

【文書回答】

○補装具給付制度は、平成18年10月から、利用者の中清に基づき、補装具の購入又は修理が必要と認められたときは、市町村がその費用を「補装具費」として支給する制度になりました。支給品目や耐用年数等につきましては、自立支援法の告示の中で定められております。

○また、日常生活用具給付等事業は、同じく平成18年10月から、市町村地域生活支援事業の必須事業の中に組み入れられ、地域の特性や利用者の状況に応じて、市町村が判断して実施する事業となりました。耐用年数を含む給付品目や基準額等の給付条件についても、実施主体である市町村が定めることとされております。

○大阪府といたしましては、必要な用具が適正に給付され、障がい者の方にとって使いやすいサービスとなりますよう、必要に応じて市町村に働きかけてまいりたいと存じます。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室地域生活支援課

⑦音声機構を付加したパソコン・周辺機器(点字ディスプレイなど)を視覚障害者の日常生活用具に加えてください。

【文書回答】

○日常生活用具給付事業については、平成18年10月から、自立支援法における地域生活支援事業として、実施主体である市町村において行われております。

○パソコンにつきましては、平成14年度から、重度身体障害者（児）日常生活用具給付事業の給付対象品目に加えられましたが、平成18年10月からの障害者自立支援法の施行により廃止されました。

○周辺機器につきましては、障害者バリアフリー化支援事業助成対象品が、市町村日常生活用具種目参考例に組み入れられましたが、具体的な給付品目については、実施主体である市町村の判断により定められることとなっております。

○大阪府といたしましては、今後とも、視覚障がい者の方々の毎日の生活を便利なものとする音声対応機器を広く給付対象品目として取り入れるよう、市町村に対して働きかけてまいりたいと存じます。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室地域生活支援課

⑧老人ホーム等の施設に入所している視覚障害者にも点字図書給付事業、いわゆる価格差保障制度が受けられるようにしてください。

【文書回答】

○点字図書給付事業は、国の基準に基づき、在宅の重度障がい者（児）への日常生活用具給付事業の中で実施してきましたが、平成18年10月からの障害者自立支援法の施行により、市町村地域生活支援事業の日常生活用具給付等事業として実施されております。

○国が示す地域生活支援事業の実施要綱には、（日常生活用具給付等）事業は地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な形態による事業を市町村の判断で効率的・効果的に実施するとされ、対象者は、重度の身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者であって、当該用具を必要とするものとされています。

○なお、大阪府盲人福祉センター点字図書館において、点字図書、テープ図書などの発行、貸し出しや、お持ちの資料・パンフレットを代読する対面朗読サービス、点訳又は音訳するプライベートサービスなどを行っています。

(参考)

大阪府盲人福祉センター点字図書館

・対象者／府内にお住まいの方（施設入所者含む）及び府内にお勤めの方で障害者手帳をお持ちの視覚障害者の方

・利用料／無料

・貸し出し方法／電話や郵便、メール等で自分がほしい本のリストを、図書館あて送付する。図書館はリクエストされた本が返却されたら利用者あてに送付する。（実際に図書館に足を運ばなくても借りることができる｡）

・貸し出し期間／２週間（次に待機者がいなければ延長も可能）

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室地域生活支援課

35．国が示した「地域活動支援センター」や「日中活動系サービス」の報酬額では、大阪での作業所や通所授産施設の現行額から大きく引き下がるため、新体系には移行できません。地域活動支援センターの補助額ならびに日中活動系サービスに対して、独自の上乗せを行ってください。

【基本回答】

福祉作業所の運営助成について、補助期間については平成２３年度末まで、新規事業所は５年間を限度に助成することとしている。新体系事業への移行後も安定的な運営を図るため、報酬の充実について国に強く要望しているところだ。地域の社会資源として支援に努めてまいりたい。
36．地域活動支援センターへの通所費用への支援や家賃補助を行ってください。

【基本回答】

家賃加算補助について調査したところ、福祉作業所では１５市町村となっている。これは市町村が独自に判断して実施されているものであり、今後地域活動支援センターに意向後も存続させるかどうかは市町村の独自判断にゆだねられるものと考える。

37．移動支援事業を拡充してください。

①通勤通学での利用禁止等の支給制限をなくしてください。

【基本回答】

障害者自立支援法の施行以前から、経済的活動にかかる外出、通年かつ長期にわたる外出を除くものとなっており、通勤通学は国庫補助の対象外となっているのでご理解いただきたい。

【発言】

○事業所とコロニーの距離が遠いために、移動時間がカウントされず、時間をもらっても利用できない状況が続いている。私が動けなくなった時、息子はどうしたらいいのか教えてほしい。
○二次障害による頚椎手術をするまでは、車通勤ができていた。退院してから職場復帰しようと思っていたが、腕が利かずにバランスをとれず、頭から転倒したこともある。怖くて復職できていない状況。通勤の保障は、労働保障の根幹。この点での改善を求めたい。ぜひ大阪府独自で、考えて実現させていただきい。
【回答】

○河内長野市内の事業所だけでなく富田林の事業所を対象とできないか、河内長野市にも要望していただきたい。

○訪問系サービスの課題について、調査を行っていくこととしている。こうしたことを通じて府内の基盤整備について解決策を検討してまいりたい。

②事業所の拡充を図るとともに、ヘルパー（特に男性）養成を積極的にすすめてください。

【基本回答】

○市町村にゆだねられているので市町村と十分に協議していただきたい。府としても研修をおこなっている。
【回答】

○通勤は対象外。商工労働部に伝えてまいりたい。

38．すべての市町村で聴覚障害者への相談などで専門的な技能を有する手話通訳者等を配置し、障害者福祉サービスの適切な利用を促進するための方策を講じてください。

【基本回答】

ニーズに応じて手話通訳の設置が図られるよう、市町村に要望してまいりたい。

【発言】

○各市で通訳者の正職配置が減ってきている。大阪府として通訳者の生活が安定でき、かつ専門性を重視した対策を考えてほしい。

○守口市役所で４人手話通訳者を採用した。他の市にもそういう例を見習って考えてほしい。困るのは聴覚障害者。市町村が決める問題なのかもしれないが、大阪府としても考えてほしい。

○３年後の見直しの中でコミュニケーション支援の充実がうたわれている。大聴協と大阪府がきちんと協議してどこにどのような整備が必要かについて協議をしていただきたい。

【回答】

○常勤か非常勤かということについては市町村の判断。ご理解いただきたい。大阪府として常勤配置を求める立場ではない。ニーズをふまえて、適切に対応していきたい。

○守口市を例にしていきたい。市町村からしか聞き取りをしていないので、当事者団体から市町村の事例を挙げていただければ。コミュニケーションの充実のために、市町村のニーズに応じて、また大聴協とも意見交換をして考えていきたい。

【発言】

○大阪府からも情報提供し、双方で情報交換していくことを確認したい。

【回答】

○大聴協との意見交換をし、今後検討していく。

39．大阪府として、相談支援センターの機能としてどこまで求めているのか明らかにしてください。夜間や休日など２４時間３６５日の対応を求められることもあり、少ない人員配置で行っていたり、また権限のない中で緊急時の対応を行わなければならことがあります。体制整備ができるだけの財政措置を行うとともに、夜間や緊急時における、何らかのシステムを検討してください。また、緊急時は深夜であっても行政が迅速に動けるような体制を整えてください。

【基本回答】

障害者の２４時間のくらしに対応できるよう、居住サポート事業を活用するなど市町村が地域の実情に即して自主的に運営しているところ。障害者が地域で安心して生活していくうえで２４時間サポートは重要であり、この事業を広げていくために今年度、居住サポート立ち上げ支援事業を実施することにしている。

【質問】

○残念ながら、自立支援協議会がきちんと機能していない。３６５日・２４時間、さまざまな問題に対応せざるをえない状況が続いている。深刻な問題も増えているが、職員は二人。補助金は年間６００万円だ。これではやっていけない。破産の処理もおこなった。介護保険は多くても３０人だが障害者はそういうことない。何を相談支援センターに求めているのか。
○何を持って適正な職員配置と考えるのか。

○２４時間携帯電話転送で対応させることをどう考えるのか。

○支援センター連絡会がつかんでいる事例に基づいて懇談をしていただきたい。

【回答】

○２４時間体制が表向きできるのは居住サポート事業のみ。府として２４時間対応を指導しているわけではない。現在、４市町村４１事業所で居住サポート事業を実施していただいている。

○支援センター連絡会で取りまとめていただいた事例についても今後聞かせていただく。

○法改正の方向が２４時間対応の方向ですすんでいるので、それにふさわしい補助について要請していきたい。

40．３障害に対応できない相談支援事業所が多くあり、相談を持ちかける側、受ける側ともに不安があります。一方、「何でも屋」のように使われる実態も広がっている中、市町村において、支援センターの適正な配置や業務内容の整理、人員についての適正配置ができるように大阪府として特別の支援を行ってください。

【基本回答】

相談支援事業の運営については、一般的な相談は交付税、強化支援事業として国・府が四分の三を補助をしているところ。地域自立支援協議会など関係機関で相談していただきたい。相談支援が円滑に行えるよう、必要な財源措置を国に求めていきたい。

＜その他福祉施策の拡充＞

41．小規模作業所への大阪府の独自補助を平成２３年度以降も継続してください。

【基本回答】

大阪府の維新プログラムに基づき、7人定員で650万、6人～4人で450万円を継続して補助している。この補助期間として既設作業所については平成２３年度末まで。新設は５年間をめどに助成しているところだ。（移行後も安定できるよう、国に要望しているところ）引き続き国に対して財政的支援を強く働きかけるとともに、新体系に移行できるよう努めてまいりたい。

【発言】

○交野市　クローバー作業所　職員５人、利用者１０人。運営が大変。補助金が打ち切られるとやっていけない。なぜ打ち切るのか。

○寝屋川　昨年の交渉で、小規模通所授産事業を運営する法人設立に１０００万円の基本財産が必要となりそれを集めたが、ＮＰＯに移して事業運営できるかどうかを聞きたい。自立支援基盤整備事業の要綱をつくっているのか。協議書の形式は？　臨時特例交付金の要綱も示してほしい。

○箕面市　箕面市から緊急プランにより来年補助金一割カット・再来年二割カット、２３年度廃止で移行計画も出してほしい、といわれている。引越ししないと移行できない。改修を行うにも交付金の申請をしても基盤整備事業は今年度間に合わない。継続できなかったときのフォローを府から市に指導してくれることはないのか。

○２３年度以降の継続は考えていないのか。社会資源のなさもある中で２３年度末以降も小規模作業所が生まれてくる可能性が高いが、その場合どうなるのか。

○吹田　９人の無認可作業所。事業移行を考えているが、できない場合の心配が強い。地活３型は作らないといわれている。大阪府としてどう対応してもらえるのかが聞きたい。具体的な施策がほしい。高等部などの卒業生は増え続ける。23年度以降、そういった卒業生をどう受け止めていくか、明確な答えを。

【回答】

○厚生労働省には問い合わせをした。１０００万円の行方について、厚生労働省は回答不能。法人指導課は同種の社会福祉法人であれば、との読み方（解釈）をしている。

○無認可作業所補助金の打ち切りについては、経過があり作業所は社会的資源として必要なものとして認識している。政令市中核市を除き現在９９か所が無認可作業所として開設されている。行政としては親の高齢化など安定的な制度に移行すべきと考えている。地域活動支援センター三型などが対象になるが、財政的には困難な状況であることは認識している。一方で5％は報酬単価が上げられている。厚労省は法人をとればいいという。障害者に係る単独要望を国に毎年挙げるなかで人数要件緩和などが継続された（10人まで）。２３年度で切るのは、新しい知事の方針ということだ。年限を切ること、補助金をカットすることを行わないよう、知事に求めていたが、金額カットは免れたものの、年限を切ることについては押し切られた。

○基盤整備事業、特例交付金の事務的な準備が遅れている。（事務が遅れているのは、追加補正予算の関係）基盤整備については７月中に示したい。書式等（申請書）についてはホームページで。特例交付金も同様。

○吹田や箕面は新体系での地活3型は認めない。財源論から。大阪府としてはどうもできない。

○事務の煩雑さは指摘されている。大阪府は国に要望している。雇用交付金を活用して、２３年度までに６億円を確保して「事務処理センター」構想の枠組みを検討しているところ（当面3年間）。

【発言】

○寝屋川　重要な資源だと府も市もいうが、23年度までにどのくらい残るのか、と言っていたが、残っていないのではと予測される。移行してやる実務は大変。不安が大きい。早急に出さないと促進はできない。具体的な数字を。

○雇用交付金の問題について協議をしてほしい。今後のテンポは？

○雇用交付金について検討されていくというが、個別に作業所に踏み込まないと事務センターもなかなかできない。共同作業所連絡会（きょうされん）と協議してもらえないか。

○基盤整備事業など、法人が使えるものは少ない。手厚く利用できるように。（臨時特例交付金）国の要望もあるが、移行促進しやすくなるよう、工夫してほしい。

【回答】

○スケジュールはまだ。いいアイデアがあれば聞きたい。

○やぶさかではない。

42．大阪府下の中途障害者の実態を調査してください。また、中途障害者が増え続けている中で、大阪府としての中途障害者への対応方策を示してください。

【基本回答】

新体系移行への基盤整備につとめている。中途障害者も含め、より適切な指導が行われるようつとめてまいりたい。(個々の支援にあたれるよう、働きかけてまいりたい）

【発言】

○吹田　公益負担金について。働くのにお金がかかる。配偶者がいる場合、中途障害者本人の収入のみで利用者負担額が計上される。わずかな年金から利用料を払わなければならない。配偶者がいるが、本人の収入のみで利用者負担額が計上される。働くために負担が大きくなるのを考慮してほしい。負担そのものを見直してほしい。

○豊中　中途障害者の特徴として、利用者の中に配偶者がおられる方が多い。そのために利用負担が高くなっている。人生半ばで障害を負い、受容もすぐできない。又、リハビリや医療にも費用がかかり、心身ともに生きづらくなって

○箕面　（中途障害者がいきいきと働く権利を護り、命を守る場として作業所がある。どれくらいの人が支援を待っているのか、）生活実態を調べてほしい。せめて人数だけでも。

○昨年からの引き続きの課題である実態調査も含めて、どう進めていけばよいのか、中途部会を中心に懇談をお願いしたい。

【回答】

○人数の把握をして障害者計画を出している。中途障害者の特性についてどんな状況かについて懇談させていただきたい。

43．障害者の自立生活を守ってきた身体障害者自立支援事業について、現在までの実績や意義をふまえ、今後も現行水準の補助が維持されるようにしてください。

【基本回答】

平成８年に国庫補助事業として創立し、その後、地域生活支援事業として継続実施されている。（400億から440億の増額）更なる国庫補助枠の拡大を国に要望してまいりたい。身体障害者グループホームが１０月１日から実施されるが、それに伴い、岸和田の事業所が自立支援給付としての身体障害グループホームに移行できないか、具体的に協議していきたい。

【発言】

自立支援事業として、岸和田市と現課と協議はされているのか。

【回答】

これから。車いすや身体グループホームについても国から情報をとって指定基準についても、今後岸和田市と相談していきたい。

44．手話通訳派遣事業の広域的対応や単独での実施ができない市町村の受け皿、また聴覚障害者の居住市町村以外でも利用できるようにするため、手話通訳派遣事業、生活相談事業（現在（社）大阪聴力障害者協会に委託）を継続実施・予算拡充を図ってください。

【基本回答】

手話は重要なコミュニケーションであると認識している。手話通訳派遣はコミュニケーション支援事業として各市町村において行われるべきもの。今後も引き続きニーズに応じた柔軟な対応をしてまいりたい。

【発言】

○広域的なものに対する予算措置はどうなっているのか。生活相談事業は？　

○手話通訳派遣事業は市町村の必須事業で42市町村に全て設置義務がある。しかし、市町村の中には手話通訳派遣事業はないところもある。いくつかについては、大聴協が委託契約をして依頼があれば行っているが、難しい時は近隣の県から出向く場合もあり交通費自己負担の自治体もある。手話通訳の有料化の問題も心配

○有料化の問題の中に交通費は含まないと考えている？

【回答】

○手話通訳派遣事業は市町村の必須事業。広域的な見地から大聴協に委託している事業の中で対応していただいている。活動促進事業の予算については大阪府として継続できるよう対応してまいりたい。

○生活相談事業についても同じ。

○全市町村の中で未実施市町村も一部残されている。取り組んでいただけるよう市町村に働きかけていきたい。広域的な調整を図る検討会も設けて協議していきたい。交通費の負担については（どこまでを範囲とするか）市町村の判断に任せるしかない。交通費は実費ということで、すぐに有料化につながるというようには考えていない。指導するというところまで至っていない。

45．手話ボランティアとなる市民を増やし、大阪府手話通訳者養成講座を充実していくため、府下市町村で実施されている手話奉仕員養成講座を、厚生労働省手話奉仕員養成カリキュラムにそった講座回数で実施するよう、市町村を指導してください。

【基本回答】

大阪府として養成から登録支援を行い、質の高い人材育成に取り組んでいる。養成講座は最初のステップ。重要であると認識している。すべての市町村において国が定めるカリキュラムで養成研修が実施されるよう求めてまいりたい。

【発言】

○どのように進展したのか。各市町村にどのように取り組んでいるのか、開催状況について。

○各市町村によって様々で通訳者が育たない。隣の市から派遣すれば交通費もかかる。講座のカリキュラムや回数、ガイドラインも見合って確認してほしい。

○きちんと内容に伴うようにしてほしい。市町村に凹凸がある。講座についても年1回でなく中間段階で状況報告しあうなど、仕組みを考えてはどうか。実施状況について、具体的なやりとりの場を。

【回答】

○養成講座の充実を図るため、大阪府として各市町村に対して毎年ペーパーやヒヤリングで調査を行っている。修了見込み者数を記載することになっているので、（第2期障害者計画指針に基づき、）各市町村が策定した目標に向って内容を充実していくよう助言してまいりたい。

○通訳者の人の資質（どれだけ手話が上達されたか）がクリアしているか、時間がみたない市町村もある。講座の受講以外に受講者が経験を積むようにしているか、市町村にも講座を積極的に取り組んでもらえるように働きかけていく。

○各市の状況・問題点について大聴協と継続して懇談してまいりたい

46．障害児施設への支援策を拡充してください。

①知的障害児施設への利用契約制度の導入をやめ、措置制度に戻すよう、国に要望してください。

【文書回答】

○平成18年10月より原則として､障害児施設の利用は契約によることとなっており､子ども家庭センターが保護者の虐待等により、入所が必要であるのもかかわらず利用契約の締結が困難と認められる場合等については､児童福祉法第27条1項第3号による措置の決定を行うこととなっております。

○契約制度導入については､全国一律に実施されている制度ですので､ご理解のほどお願いいたします。

○なお､障がい児施設､特に障がい児入所施設においては､虐待のほか環境上養護を必要とする障がい児が多<おられるという実態があることは認識しており､国に対しても障がい児に適切な支援がされるよう､措置基準について､詳細な全国統一基準を示すよう要望しております。

○本府においては､措置・契約の区別は､子ども家庭センターで決定することとなっており、決定に際しては､施設訪問調査等で本人､ご家族の状況把握に努め、障がいのある児童が適切な支援を受けられるよう努めております。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

②知的障害児施設（通所･入所）が、生活・療育施設としての機能と役割を果たすことができるよう、建て替え、改修などの環境整備のための財政措置を講じてください。

【基本回答】

一度、施設福祉課に相談していただきたい。

【発言】

○児童施設８０名定員の中には、過令児も含め、年少時から34歳までさまざまな年齢・体格の子どもたちが混在している。ショートステイの職員の宿泊設備もない。精神上、不安定で個別対応が必要な方もいる為、個室が必要。安全性をもって支援できる環境を。

【回答】

○個別にお話を聞かせていただく。老朽化しているのであれば、法人が主体的に建て替えることをやればよい。法人としての意向を具体的に挙げてほしい。

③入院時の付き添いなどにかかわる補助金を引き続き措置してください。

【文書回答】

○施設における人員体制については､各施設の状況に応じて､利用者処遇が適切に行えるよう対応していただくものと考えております。

○障害者自立支援制度は､全国一律の制度であることから､報酬基準や人員配置基準の見直しについては､国において検討されるべきとして､これまで緊急要望や国家要望において積極的に要望してまいりました。

○施設入所者が､一定期間以上長期入院した場合には､原則として１月につき１回を限度としますが､施設職員が病院または診療所を訪問し､入院期間内の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行う加算制度がありますので､ご活用いただきたいと考えております。

○しかしながら､入院時の付き添いについては､介護保険でも病院内は､全額自費扱いとなっており､府としての支援は困難ですので､ご理解のほどお願いいたします。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

④指導員、保育士、事務員、栄養士、調理員などの配置基準の大幅改善を行うよう国に求めてください。

【文書回答】

○施設における人員体制については､各施設の状況に応じて､利用者処遇が適切に行えるよう対応していただくものと考えております。

○障害者自立支援法におけるサービス提供の実施要件において､専門職については､サービス提供の内容に応じて配置基準に示されているところから､サービス提供内容に応じた配置を前提とした報酬基準となっています

○障害者自立支援法による障害福祉サービスの提供は､全国一律の制度であることから､施設に対する報酬単価や制度については､今後とも､安定した施設運営が確保できるよう､国に対して必要な要望をしてまいりたい。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

⑤給食の外部委託を行わないよう国に求めてください。

【文書回答】

○給食業務の第三者委託については､昭和62年厚生省社会局長･児童家庭局長通知において､成人施設の調理委託が認められましたが､調理員の処遇等もあるため､国に対して経過的な措置を講じる等､改善方策を検討するよう要望してまいりました。

○障害児施設での給食業務の第三者委託については､平成15年厚生労働省社会･援護局部長通知で､構造改革特区申請による国の承認を条件に認められることとなり､昨年４月より､厚生労働省社会･援護局障害保健福祉部長通知で､調理業務の外部委託が可能となりました。

○大阪府としては､これらの動向を踏まえ､安全･衛生面及び栄養面等での質の確保について､施設の指導にあたってまいりたいと存じます。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

⑥子ども家庭センター（児童相談所）の相談員を増員してください。

【文書回答】

　増加する児童虐待相談に、迅速、的確に対応するため、平成１３年４月、全子ども家庭センターに虐待対応課を設置し、児童福祉司１２名、心理職を３名増員しました。平成１６年４月、虐待対応課の児童福祉司を全センター合計で１２名増員し、また、非行相談担当職員として、全センターに児童福祉司及び児童心理司１名ずつ計１４名を新たに配置し、組織体制の強化を図りました。平成１８年４月、夜間休日の児童虐待通告受理体制等を整備するため、虐待対応課に９名、また地域相談諜においても８名を増員し、体制強化を行いました。平成２１年４月、スーパーバイズ機能の強化及び各子ども家庭センターの虐待対応件数等を考慮し、中央・吹田・東大阪・岸和田の各子ども家庭センターの虐待対応課に計５名の増員を図りました。今後とも、必要に応じて、子ども家庭センターの体制等のあり方を検討してまいります。

(回答部局課名)福祉部子ども室家庭支援課

⑦一時保護受託費については、被服購入などの実費や重度加算費、民給費も含めた措置費と同様な委託費にするよう国に要望してください。

【文書回答】

　子ども家庭センターから各児童福祉施設に一時保護を委託した場合の費用につきましては、措置費のうち事業費にあたる一般生活費（その児童の給食に要する材料費等及び日常生活に必要な経常的諸経費）として、「日額費用×その月の受託延べ日数」の費用を支出しています。したがいまして、被服購入などの費用については、一般生活費に含まれています。また、一般生活費以外に、教育費や医療費等も対象経費とされています。しかしながら、一時保護委託費においては、障害児施設の措置の場合に事業費に加算される「重度加算」はありません。措置費のうち事務費について、児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設は定員払いのため、暫定定員を超えて認可定員又は条例等で定めた定員に達する範囲内しか、一時保護委託費の事務費分を支出していません。一方、障害児施設の場合は、認可定員又は条例等で定めた定員に達する範囲内で､一時保護を受託した場合に､「各施設の月額保護単価／30.4日×その月の受託延べ日数の費用」を支出しています。いずれの施設種別も、措置費の事務費に加算されている「民間施設給与等

改善費」の適用はありません。国に対しては、今後とも、一時保護委託費の充実に向けて、機会をとらえて要望してまいりたいと存じます。

(回答部局課名)福祉部子ども室家庭支援課

⑧措置・契約の判断については、厚生労働省の定める措置基準の三要件などを、子ども家庭センター（児童相談所）が施設など関係者との協議もしながら、実態に合わせて判断してください。

【文書回答】

○措置･契約の区別については､児童福祉法第24条の３第２項により都道府県等は給付費の支給申請が行われたときは､障がい児施設給付費の支給の要否を決定するものとされているので､本府においては､子ども家庭センターで要否を決定することとなっております｡子ども家庭センターでの決定に際しては､施設訪問調査等で本人､ご家族の状況把握に努め、国が示した3要件の措置基準にもとづいて運用を行っております､また虐待等の解釈が示されましたのでさらに適切な運用に努めてまいりたい。

＜3要件:18.6.26障害保健福祉関係主管課長会議＞

・保護者が不在であることが認められ利用契約の締結が困難な場合

・保護者が精神疾患等の理由により制限行為能力者又はこれに準ずる状態にある場合

・保護者の虐待等により、入所が必要であるにもかかわらず利用契約の締結が困難な場合

＜虐待等の解釈:18.12.26障害保健福祉関係主管課長会議＞

・親が養育を拒否(親に対する指導を児童相談所が行っても､改善されない場合を想定)している場合

・親が障がいを受容できず､健常児と同じ育児に固執し､児童に悪影響を与える場合

・家庭環境の問題によって､児童を家庭から引き離さなければ､児童の成長に重大な影響を与えると判断された場合等

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

⑨知的障害児に対する医療について、公費負担での無料制度を復活させてください。

【文書回答】

○児童福祉法に基づき､障害児施設の利用は、原則、契約によることとなっており、お子様の医療費についても原則自己負担が発生することとなっております。

○しかしながら､児童福祉法第27条第1項第3号による措置により入所している場合については､引き続き｢受診券｣による措置医療制度を実施しており､また､医療型の入所施設については､その施設で発生した医療費については､負担上限月額を越えて負担することがないなどの配慮がなされております。

○障害児にかかる医療費等については､全国一律に実施されている制度であることをご理解賜りますようお願いいたします。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室施設福祉課

47．発達障害者への支援を拡充してください。

①早期発見、早期療育をめざし、発達障害者支援センターを大阪府の独自の努力で府の福祉圏域ごとに設置してください。

【基本回答】

早期発見、早期療育は、一人一人に応じた適切な療育が行われることにより、二次障害の防止、保護者の負担軽減にとってきわめて重要。大阪府では平成１４年６月から、アクト大阪を設置し、発達障害児者支援の中核的な施設として、相談に応じるとともに、研修を委託実施している。それ以外に増設する考えは持っていない。早期発見については、保健センター、保育所、幼稚園などの機関職員を対象とした研修を実施している。「発達障害支援マニュアル」を作成中であり、年内に原案をまとめることにしている。年度内には配布を予定。

【発言】

○市町村で対応はできないと思う。発達支援センターぽぽろには、大阪府下６か所の療育相談施設からもどうしていいか相談がある。警察からも電話がある。年間９００件を超える相談のうち６割以上が発達障害にかかわる相談となっている。大阪府で1ヵ所、政令市に1ヵ所ずつあるが、足りているのか。中核機能を持った相談機関がまだまだ不足しているのではないか。

○市町村のシステム化について、どんな方向で取り組まれているのか。

【回答】

○発達障害者の相談活動を行っていただいていることに対してお礼申し上げたい。障害者自立支援法施行後三年の見直しにむけた相談支援の体制の整備にかかる報告が出され、児童福祉法の改正法案では、児童発達支援センターに一元化することになっている。相談支援の中核機関としては、アクト大阪。府内６か所の療育拠点施設、そのまわりに市町村の療育支援の窓口を作り上げていくということが課題となっていると思う。中核機関をアクト大阪以外につくる考えはない。

②障害児教育･保育経験者などを配置し、障害のある幼児、児童生徒及びその家族に対して専門的な相談支援を行っている相談支援事業所への助成を拡充してください。

【基本回答】

福祉基金の地域福祉新校助成金を設けており、それを活用願いたい。

【発言】

○福祉基金を利用して、発達支援センターぽぽろの事業に充てている。発達相談には、退職教員の方々に協力していただいているが、殆どボランティア。相談員、年間交通費だけでも１００万円が必要。福祉基金ではなく、継続的な助成を考えてほしい。

【回答】

○市町村の委託相談支援事業所となってはどうか。大阪府として委託補助を出す考えはない。

③ＮＰＯを含む民間による軽度発達障害児・者への相談支援活動の現状を把握し、事業所や活動団体への補助や研修機会を提供するなどの援助を行ってください。

【基本回答】

⑤と一括して。アクト大阪においては、運営事業の一環として、関係機関職員を対象とした職員研修を行っている。毎年３．４回の連続講座を実施し、今年度は定員８０名で実施した。今後もホームページを参考にしてほしい。

【発言】

○市町村に移行することを前提に考えているのであれば、大阪府が相談支援事業者の現任研修などを対象に積極的に研修を行っていくべき。

○市町村に丸投げにならないように。

【回答】

○理解を深めていただくための研修は今後も実施・充実させていきたい。

④発達障害を含む知的、身体、精神障害児の総合的継続的な支援が必要な困難ケースに対して、行政によるケース会議や自立支援協議会･専門部会による積極的な支援を行ってください。

【基本回答】

援護の実施者として市町村、委託相談支援事業所で実施されている。府の専門機関がケース会議に参加しているところ。市町村地域自立支援協議会等でも議論することとしている。必要に応じて府の自立支援協議会と連携を図っていく。

【発言】

○①での発言と関連して、困難ケースの相談がきたとき、ぽぽろだけでは対応しきれない問題も多くある。困難ケースをどこで受け止めてもらえるのか。

○市町村で手に負えなくなった実態として、困難がある。この現状の深刻さに対して、どうすればいいのか。

【回答】

○具体には、大阪府下の事実確認ができていない中では応えられない。

○地域生活を維持するための相談は市町村が窓口になると思う。そこでの対応が困難な場合は、自立支援協議会でケース検討を行う。大阪府障害者自立相談支援センターも府の専門機関として役割を果たすことになる。自立支援協議会については、実態としてまだまだなところや活発なところなど、様々。大阪府としても助言してまいる。

○体制整備検討委員会のなかでサービス提供委員会報告書として地域療育システムについて明記されている。

⑤発達障害に関する情報提供や研修の機会提供を積極的に行ってください。

【基本回答】

③と同じ

48．特別養護老人ホームをはじめとする既設の介護保険施設をろうあ高齢者が利用できるように、施設内でろうあ高齢者の集団づくりと手話のできるスタッフの配置を府から施設に要請・指導をして下さい。

【文書回答】

○聴覚障がいをはじめとした様々な障がいがある高齢者の方々が介護保険サービスを利用される際には、障がいの状況に適切に対応したサービスが提供されることが必要です。この趣旨を徹底するため、施設に直接赴いて実施する実地指導や、施設関係者が一堂に会して指導を行う集団指導等、様々な機会におきまして、サービス提供や施設運営に対する指導に努めているところでございます。

○介護保険施設のスタッフの配置につきましては、介護保険法に基づく人員の配置基準により指導を行っているところであり、特別養護老人ホームにつきましては、重度の障がいがある高齢者の生活を支援する「障害者生活支援員」を配置し、１５名以上の重度の障がい者が入所されている場合、介護報酬が加算される制度がございますので、この制度が活用され、きめ細やかなサービスが提供される体制づくりに努めるよう、引き続き指導に努めてまいります。

○ご要望の、手話のできるスタッフの配置につきましては、施設サービスの質の向上を図るため、施設内において職員が手話を習得するための研修の機会を設ける等、職員のコミュニケーション能力を高める研修に取り組むよう、引き続き働きかけます。

（回答部局課名）福祉部高齢介護室施設課

49．ろうあ高齢者や重度障害者が入院した時に、本人と病院スタッフとの意思伝達を保障するためにヘルパーを派遣できる制度を創設してください。

【基本回答】

認められていないのでご理解をいただきたい。

【質問】

○コミュニケーションへの支援を行ってほしい。

【回答】

○費用負担をだれがするのかという問題。入院時のコミュニケーションサポートについての制度を大阪市当で実施していることは承知しているが、これは国の地域生活支援事業の枠で実施されているもので、地域生活支援事業は各市町村が地域の特性等を適正に把握して市町村の裁量に基づいて行われるべきものと考えている。

○医療機関が看護補助者として手話通訳ができる人を雇うことはできる。
50．予防接種や医療費など、補助犬の維持・管理にかかる利用者負担を軽減する施策を講じてください。また、代替犬についての検討状況を明らかにしてください。

【基本回答】

視覚障害、肢体不自由、聴覚障害により日常生活に著しい障害のある障害者に対する身体障害補助犬貸与事業を実施している。飼育管理については貸与資格要件のひとつとしている。ご要望に応じることは困難。代替犬についても選考審査会で審議いただき、候補者を決定しているところ。

【発言】

○盲導犬を持つにあたり、健康管理などに留意することはもちろんだが、各都道府県の半数以上で何らかの補助が実施されている。毎月５千円を出している自治体、年９８０００円を給付している自治体などもある。ドッグフード代を出している自治体もある。治療費の半額を出している自治体もある。大阪府も医療費に対する対策を講じてほしい。

○代替犬について、大阪府は基本的に新規優先になっているが、一度盲導犬を使った人が白状単独歩行することは困難。年間6頭という枠がある中で、盲導犬が急病にかかった時に安全策として、もう1頭増やすなど緊急貸与枠を増やしてほしい。

【回答】

○大阪府として把握している範囲では、都道府県独自で負担している県は少数。また、獣医師会が補助をしている自治体があることは承知している。全国の獣医師会の助成状況については把握し、大阪府の獣医師会に伝えてまいりたい。

○代替犬について、盲導犬は社会参加の為や体の一部と承知しているが、大阪府の貸与枠は６頭分であるが例年１４～１５名が申請を上げており、内容等を十分に把握して審査会に報告し判断させていただいている。緊急枠の確保については考えていない。育成事業者に直接相談させていただきたい。

【発言】

○自立支援の為、柔軟に対応してほしい。

【回答】

○要望に応えるのは困難。

【発言】

○審査会のメンバーをユーザーとして1名入れるのはだめか。

【回答】

○設置要件があり、当事者団体にも入っていただいている為、適切な意見を言っていただけるものと認識しており、ユーザー枠としては設けない。

【発言】

○この問題について①要望は困難。②代替犬の緊急枠やユーザー加入も難しいとのこと。大視会から改めて要求を整理して大阪府に申し入れるので対応をお願いしたい。

【回答】

○了解した。

51．ろうあ者に対する介護保険訪問調査等について、担当者がろうあ高齢者や手話についての正しい知識がもてるよう、研修を引き続き実施してください。また、訪問調査員が手話での意思疎通ができない場合、保険者の市町の専任手話通訳者・ろうあ者相談員等を同席するよう指導してください。

【基本回答】

要介護認定の実施にあたって、認定調査員に、障害特性や特記事項の記載について具体的な事例を含め、研修を行っているところ。今後とも引き続き、さまざまな研修の機会の中で、聴覚障害者への正しい理解が得られるよう、研修内容の拡充を図ってまいりたい。

【発言】

○介護保険のことを分かっている人でないと通訳が難しい。専門性のある通訳がついているかどうかの状況について把握し対応してほしい。

○年に1回は少ないので、研修の数を増やすとか、専門性がない人が行く場合は同行するなどの手立てを検討してほしい。

【回答】

○手話通訳の専門性が高いことは講習等を通じて認知している。介護認定の同行状況についても毎年状況を聞かせていただいているが、困った事例等が具体的にあれば教えていただきたい。訪問調査についても、選任者が受けられるよう、働きかけてまいりたい。

○研修の回数を増やすことは困難。研修の充実を図るなど、情報提供に努めていく。

○今後も大聴協と連携をとって対応してまいりたい。

52．手話通訳事業・生活相談事業を拡充してください。

①専任手話通訳者、生活相談員を増員してください。

【基本回答】

これまで大阪府が配置している専任手話通訳者、生活相談員については、今後とも継続して配置できるようつとめてまいりたい。

【発言】

○現在、大阪府の委託で専任手話通訳者、生活相談員３人で活動している。そんな中で手話要請などに応えていくのは今の体制では難しい。困るのは聾唖者。関係機関との連携も必要だが、カンファレンスの日程調整をするだけでもとても困難な状況がある。毎年、要望を出しているが、ぜひ増やしてほしい。

○通訳者相談員が倒れると、困るのは当事者。そうすると、カンファレンスできるのは1ヵ月先などになり、より深刻になってしまう。ぜひ、増員してほしい。

【回答】

○大阪府の財政事情が厳しい中、この事業自体の存続も危ぶまれたが、何とか予算を確保した。事業実施のための職員人件費については見させていただいている。これまでの予算額を下回らないように確保することで精一杯の状況。

②大阪聴力障害者協会に委託業務の担当職員について、平等に府職員並の身分保障（格付け）を行って、職員間の格差をなくしてください。

③委託・補助事業の円滑な運営のために、事業管理者の人件費をつけてください。

【基本回答】

②とあわせて回答。府の委託補助事業にかかる担当者の人件費については、府の共通単価で定めている。事業管理者の人件費は困難。

【発言】

○職員間の格差があることについて、同一賃金にするなど、なんとかしてほしい。

○人件費の問題。外部の委託団体への支払いは考えてほしい。

【回答】

○管理・監督者への人件費は難しい。相談者に対しては、一定出せるよう努力し、予算額は下回らないよう、確保してまいる。

○同一賃金に対する要望については、経緯を踏まえて議論していく。高い・低いという格差を埋めることについては、ただちに対応は難しい。

53．現在、約四分の三の都道府県に設置されている聴覚障害者情報提供施設を大阪として実現するために「新ろうあ会館」を早急に建設してください。

【基本回答】

今後とも聴覚障害者へのコミュニケーション拡充にむけ努力していきたい。

【質問】

○見通しはどうか

【回答】

○必要性は重々承知している。大阪府として浮遊施設をどうにかしてほしいと言われている為、見通しはたてられない。

○補助事業との絡みで議論を行わないといけない。

【発言】

○当該者団体を置き去りにしないように。努力してほしい。

○「新ろうあ会館」について、新しいところでなく、十分なスペースが確保できるところがあればいい。リストアップできるものを情報としてもらえないか。

【回答】

○浮遊施設の有効活用。売却計画のある施設について、集約していこうという姿勢も。一方で、情報提供施設について面積が必要だと前向きに考えている。

　情報提供施設については、全都道府県を目指している。県がつくらないと言っているところもある（既存のもので対応できると）。施設がないからつくるという考えではない。大聴協の考えも聞かせてほしい。

【発言】

○大聴協として、事業を広げることも含めて情報提供施設を充実させるために広い場所を、と考えている。是非ともお願いしたい。

○前向きに検討していくうえで、大阪としての必要性についてソフトの面での情報交換が十分できてこなかったので、この点での情報交換を行っていきたい。

　一般的なものでなく、大阪府と具体的に組み立ててほしい。早期に協議できるよう、今後もお願いいたします。

54．各市町村の実施する手話通訳派遣制度事業について、広域派遣・緊急派遣にも対応できるように、指導してください。

【文書回答】

○聴覚障がいのある方々が社会生活を営む上で、手話は重要なコミュニケーションの手段であり、障害者自立支援法におきましても、手話通訳をはじめとするコミュニケーション支援事業が市町村の必須事業に位置づけられているところであり、現在４２市町村において実施されております。

○また、これまで府の手話通訳者派遣事業で対応してまいりましたような、広域の派遣ニーズに、今後は市町村の派遣事業で対応いただく必要があるとの認識の下、各市町村に対し、個別のヒヤリングなどを通じて、通訳場所が府内であれば派遣できるような取り扱いを求めているところであり、現在では、概ね府内一円の派遣が可能になっているものと承知しております。

○さらに、役所の窓口がしまった後の夜間や休日等に事故や病気等で医療機関を受診するなど、緊急に手話通訳の必要が生じるということは、十分に想定されるところであり、市町村による緊急派遣の対応も徐々にではありますが進みつつあります。

○なお、本年度は、府内市町村や関係団体等と連携し、広域・緊急派遺体制の構築のための検討会議を設けることとしており、聴覚障がいの方々がより安心して暮らせるような手話通訳派遣事業の仕組みづくりを検討してまいりたいと考えております。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室自立支援課

55．手話通訳者派遣業務の円滑な運営のために、手話通訳者を複数配置するよう、市町村を指導してください。

【文書回答】

○聴覚障がいのある方々が公的なサービスを受けたり、あるいは円滑に社会生活を営む上でのコミュニケーションを確保するため、手話は重要な手段であり、市町村の窓口等、公的な期間を利用する際の通訳保障は極めて大きな意義を有するものであると認識しております。

○市町村における手話通訳者の設置については、市町村において判断されるものでありますが、地域の聴覚障がい者の方々のニーズに的確に対応できるよう、その充実を働きかけてまいりたいと存じます。

(回答部局課名)福祉部障がい福祉室自立支援課

56．ろうあ者の社会教育として最も重要である「ろうあ者成人学校」や「ろうあ女性学級講座」の事業助成を復活してください。

【基本回答】

障害者団体が障害者への学習機会を提供する事は、社会参加の促進の観点から重要である。障害に応じた効果的な事業実施が可能となると考えている。ろうあ者の成人学校、女性講座につきましても、長年府内各地で行われ親しまれてきた事業で大切な学習の場と考えている。しかし、厳しい財政状況の中で、財政再建プログラムに基づき学習機会の提供に関する、財政的支援は困難な状況。

【発言】

○４０年続いてきた事業が打ち切られて、情報が得られなくて困っている。情報蔓延のなか、ろうあ者は情報不足になってしまう。ろうあ者にとって、学ぶ場をすごく求めています。復活して欲しい。

○女性教室だから学ぶことができることもある。健康面・子育てなどの情報をろうあ者が得る場にもなっている。予算をつけて欲しい。

○ろうあ者同士が集まって、回答を得る場が必要。予算の関係で、「成人学校」や「女性学級講座」がなくなるのは納得行かない。予算をつけて欲しい。

○大阪府としては今後一切の学習機会の補助金は出さないのが大前提なのか

【回答】

○2つの講座がろうあ者の学習だけでなく、コミュニケーションの場として有効な場という事は認識している。しかし、財政については全体の枠組みのなかでという事を考えていただきたい。復活は困難な状況にある。

○今後一切出さないというわけではないが、全体の枠組みでは困難な状況。

＜障害児者の医療の充実＞

57．重度障害者医療費助成制度を存続・充実させてください。

①障害者自立支援法で医療費負担が増額した人など、対象者を広げてください。また、療育手帳Ｂ１以下、身体障害者手帳三級以下の人でも障害のために定期通院をしている人には何らかの医療費補助を行ってください。

②訪問リハビリ・訪問看護も対象として利用拡大してください。

【基本回答】

医療費助成制度については、制度の対象となっている方々にとって医療のセーフティネットとして重要な役割を果たしていると認識している。二月議会において、制度を維持することとしてたが、制度の拡大については、現下の財政状況などから困難。

【発言】

○２２歳。療育手帳Ｂ１。医療助成の対象とはなっていないので眼科、皮膚科など毎月７０００円くらいの医療費か必要となっている。季節によっては１３０００円くらいかかる。年金は二級。働いて得られる工賃がすべて医療費に消えていく状況。障害が軽くても医療は欠かせない。障害者の自立にとってかけがえのない制度。

○重度障害者医療の対象となっているので、毎月２０万円～３０万円かかる医療費を助けていただいている。障害があることで医療費以外のお金もたくさんかかっている。命綱となっている。制度を充実させてほしい。

○「抜本的な見直し」として何を考えているのか。

○訪問看護・訪問リハをはずす理由は何か。

【回答】

○府の単独事業ということであり、その中で限られた財源の中で事業実施をしてくことが必要。Ｂ１の方の医療が必要ということは理解できるが、拡大は困難。

○総合的に勘案して検討していくことが必要と考える。

○訪問看護は別の制度として利用料助成があるために、重ねて助成することは困難。

58．２００６年度の診療報酬改定以降、成人期障害者の医療リハビリテーション（ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ）の継続が困難となっています。リハビリテーションが打ち切られることなく、今後も受け続けられるよう大阪府として必要な措置を講じてください。

【基本回答】

四種別疾患別リハビリについて、診療報酬の低減制がなくなり、算定日数制限もなくなり標準算定日数が設けられた。これにより継続してリハビリが受けられるようになった。また、障害児者リハと疾患別リハを同時に受けられるようになった。

【発言】

○リハビリはいまも切られ続けている。実態を把握しているか。

○専門機関が少ない。

【回答】

○実態は理解している

○ネットワークの活用も考えてほしい

59．後期高齢者医療制度の撤廃を国に要望するとともに、保険料や窓口負担を廃止し、安心して医療が受けられるよう、運営機関として救済策を講じてください。

【基本回答】

国民会保険制度を将来にわたり維持するため導入された者と認識しており、制度廃止を国に求めることは考えていない。国においては、制度施行後新たな保険料軽減策を講じるなど一定の配慮がはかられてきたところ。今後も動向を見守っていきたい。

60．成人期障害者の医療リハビリ〔PT／OT／STなど〕が継続的に受けられる専門的医療機関を増やしてください。

【基本回答】

医療提供体制の確保を図るため、医療計画を定め、基準病床数を定めることとなっている。大阪府ではすべての医療圏域で病床過剰地域となっており、病床数の増は困難。

61．重度障害者が入院した際、家族や施設職員が付き添わなければならない実態を改善するため、看護以外の部分で、身辺介助が必要な人には介助者が必要なことを認識し、日頃から日常生活を支えているホームヘルパーを院内介助者として派遣できるようにしてください。

【基本回答】

平成１８年３月の通知により、病院内での看護・世話は病院において行われることとなっており、ヘルパー派遣は困難。

【発言】

○この問題について医療対策課と継続して話し合っていく。

62．障害者リハビリテーションセンターを、脳性マヒ等の二次障害に対応できる専門医療機関にしてください。具体的には、日常的な診療・相談、手術、術後の回復リハビリ、地域医療との連携、医師の育成、研究・調査などが総合的に行われる医療機関にしてください。あわせて、社会復帰・就労に結びつく総合的なリハビリテーションセンターにしてください。

【基本回答】

一貫したリハビリに取り組んでいるところ。府立急性期総合医療センターは、脳性まひ者に対するリハビリなど総合的な医療を提供している。地域医療機関への支援、普及･啓発にも取り組んでいる。福祉部門の障害者自立センターは、現疾患や障害に応じた身体機能、生活力向上の支援を行っている。リハセンターとして一貫した支援に努めている。

63．障害者地域医療ネットワーク事業を医療関係者だけではなく、府下の障害者・家族・関係者説明会を開くなど、より多くの障害者・家族・関係者に知らせる取り組みを実施してください。

【基本回答】

障害者が身近な地域で安心して資料が受けられるよう、平成１９年度はこれまでの事業性かをふまえ、専門的治療が必要な合併症・二次障害への対応も行ってきた。協力医療機関の広報・周知にも努めている。

64．府の実施した障害者医療アンケートを分析した結果を生かして、障害者が地域で安心して医療が受けられる医療機関の充実、二次障害の発生予防対策、経年的で障害に見合う検診や相談体制の確保、専門的な治療・リハビリ体制の確保などを計画的に進めてください。

【基本回答】

障害者地域医療連携調査を行い、啓発を行ってきたところ。障害者地域医療ネットワークの協力医療機関を活用し、地域の身近な医療機関で充実した医療が受けられるようつとめてまいりたい。

65．府下の民間総合病院のスタッフを対象とした手話講習会を府の責任で開催してください。

【基本回答】

手話はコミュニケーション確保の重要な手段。手話通訳者要請事業の拡充を諮っているところ。しかしながら、診察検査時や医師からの説明時など、特に必要なときに派遣することとなっているため、民間総合病院に手話奉仕員養成派遣事業の開催状況等周知をしている

＜労働施策の拡充＞

66．大阪府で、障害者の雇用を積極的に進めてください。

【基本回答】

昭和５５年より身障者特別選考枠を設け雇用に努めてきた。第３次障害者計画後期計画では、毎年度の一般行政職採用の５％を目標としている。今後も職域の拡大、雇用に努めたい。

【発言】

○知的障害者の業務内容等どのようになっているか

【回答】

○事務職場での軽作業などを行っていただいている。現業業務については基本的に、委託のほうにむかっている。知的障害者の雇用について、どういう業務が向いているのか党についての検討については、一定の成果を挙げている。しかし、実際の雇用については、７００人の退職に１５０人の新規採用となっている。

67．大阪府として障害者施設の授産製品の利用・役務契約を推進してください。さらに、市町村にも積極的に働きかけてください。

【基本回答】

授産施設等からの物品購入等については、１６０万円の物品購入、１００万円の役務まで随意契約での実施が可能。庁内連絡会議や府立高校校長会などで働きかけを行っている。実積では、Ｈ１２年に２１件だったのが、近年では１００件以上となり、2000万円から4000万円で推移している。また、工賃倍増計画の推進や受発注コーディネート事業なども実施。市町村に対しては調査を行うため全市町村に調査表を送付した。第２期障害福祉計画では、市町村も積極的に取り組むように明記した。

【発言】

○不況の影響により授産事業が減少してきている。官公需の減、廃品回収も単価が半額から1/3に。下請け仕事も1/2になった。工賃倍増計画が進められてするが、それ以上に仕事が減っている。この間市内の府立高校から仕事を新たに取れたが内容は細かなもの。探せばこういった仕事はもっとあるのではないか。大阪府も積極的に取り組んでほしい。

○１人くらしを希望している。給料で生活したい。大阪府で雇ってくれないか。

○仕事確保の努力も行って区役所での販売などが出来るようになった。府庁でも場所を提供するなど検討できないか。

【質問】

○職域拡大の現状は？

○役務１００万円以下の随意契約の具体的事例は？

○庁内連絡会議での施設への仕事提供の仕組みは？

○受発注コーディネートの成功例は？

【回答】

○Ｈ１５年より知的障害者のモデル雇用（２ヶ月間）を実施。仕事内容は事務職場での軽作業を考えている。現業はアウトソーシングが進んでおり委託化されてきている。

○不況について工賃への影響についての調査を実施（２月）。下請けは厳しいが自主製品は影響が少なかった。役務は高校の清掃等がある。授産製品の発注は授産振興センターを窓口に。

○受発注コーディネーター事業は、企業出身者が仕事を取ってくるもの。製品の営業など相談があればできるだけ対応する。企業の多くは授産施設そのものを認知していない（お産の手伝いかといわれるなど）。まったく一からの営業となる。理解してもらえると何らかの仕事をもらえることもある（名刺や封筒の印刷など）。

○府庁での場所提供については、検討しているところ。売店が撤退してしまい空いている。販売や就労訓練などが出来ないか。提案をもらえると助かる。

【質問】

○知的障害者の雇用について、今後の受け入れの方針は？

○食品関係の受発注については？

【回答】

○クッキーでは受発注をブロックごとに実施。レシピや原材料の共有化なども行ってきた。売り先は受発注コーディネートの活用で保育所などに広げたい。パンについても同様に広げていきたい。弁当についてはパッソにも掲載した。

○知的障害者のモデル雇用については、どういう仕事がいいのか、職場でどんなサポートが必要なのかなど、一定の蓄積が出来ているなど、効果はあった。正規雇用につながるかについては、職員削減の中で７００人の退職に対して１５０人の採用となっているなどの中、いつ雇用できるかは明言できない。他県で現業で雇用されていることは知っている。非常勤雇用を継続しながら検討したい。

68．視覚障害をもつ理療開業者の就労と生活を守る観点から、現在実施されている高齢者健康マッサージ（福祉マッサージ）を、利便性や衛生面から治療院での実施ができるよう、国に法改正を働きかけてください。

【文書回答】

○「健康マッサージ等事業」につきましては、高齢者の健康の保持増進や健康に対する意識の啓発を図るため、視覚障害者の就労支援に資するという意義を十分に踏まえながら、市町村に対し、助成を行ってまいりました。

○しかしながら、先般の財政再建プログラム（案）におきましては、本府の厳しい財政状況を鑑み、健康マッサージ事業は、平成２０年度末廃止となりました。

○今後は、市町村において地域の実情に応じて実施されていくものと考えています。

(回答部局課名)福祉部高齢介護室介護支援課

69．視覚障害者あはき師の就労機会を脅かす、晴眼者養成施設の新設・定員増については、認可しないよう国に働きかけて下さい。

【文書回答】

あはき師養成施設の認定につきましては､「あん摩マッサージ指圧師､はり師、きゅう師等に関する法律」により、厚生労働大臣の権限となっておりまして、都道府県知事は申請手続の経由を行っております。大阪府では、晴眼者養成校の新・増設の相談があった場合、従来より府内養成校の状況を説明するとともに、あん摩マッサージ指圧、鍼灸は、視覚障がい者の重要な職域である旨の、大阪府並びに厚生労働省の基本的な考え方を伝え、計画の実現は非常に困難であるごとを告げ、指導しているところです。養成施設の設置計画書進達の際には、知事の意見書を添付することになっており、鍼灸師養成施設の場合、晴眼者のはり師及びきゅう師が増加すれば、府内の視覚障がい者の就職の機会等が著しく減少する恐れがあること、また、晴眼者との競合が激しくなることにより、視覚障がいのある施術者の生計の維持が難しくなる旨を意見として記載しております。厚生労働省に対しましては、本年５月に、文書で府内において養成校のさらなる新・増設が認可された場合、視覚障がい者の就労の場の圧迫が今以上に心配されることから、国の一定の見解及び指導方針を求めるとともに、養成校の急増や教育の質の低下につながりかねない状況を説明し、今後の養成校の増加に係る対策を講じるよう要望しております。

(回答部局課名)健康医療部保健医療室医療対策課

70．マッサージ業における「無免許者」の取り締まりを厳正に行ってください。

【基本回答】

無資格者の情報があれば調査・指導を実施。無免許や類似の事業者については府も苦慮している。免許所持の確認を府民に啓発。国は見解・指導方法の指導などを求め、対策を要望。警察当局と連携して指導していく。情報提供により疑いある場合は、事実調査と指導監査を実施しているところ。国と協力して不正請求を正すべく今後も取り組みをすすめていく。

【発言】

○職安での求人（無資格者も可）、受付が認めるので求人が出されている。警察との連携について、具体的には？国・厚生労働省の対応・判断について府はどう考えているか？公営掲示板での啓発はできないか？

○不正請求について、全国的に見て関西は特にひどい。鍼灸、接骨院はそれぞれの届出が必要だがどう考えているか？柔整での腰痛・肩こり、大阪が一番多い。

【回答】

○職安の件については、実態把握していないので確認して対応したい。警察との連携については、年１回の会議を行っている。警察は、あはき法をよく知らないのでレクチャーしている。厚生労働省には無資格者への指導について聞くと無資格は法対象にならないと。

○公営掲示板については、費用がかかる方法は今は難しいが、効果的な方法を考えたい。

○柔整の不正請求については、新聞記事もあって府民からの通報も寄せられている。監査の結果、不正があれば５年間の停止処分など行う。Ｈ２０年・81件、Ｈ２１年・５件とまだまだ少ないが不正は許さないという厳しい対応で取り組みたい。

【発言】

○ホームページを見ることが出来ない人も多く、特に利用している人にそういう場合が多い。

71．柔道整復師による医療保険の「カラ請求」、「水増し請求」、「ふりかえ請求」などの不正請求に関する実態把握に努め法の遵守を求めてください。

【基本回答】

大阪府国民健康保険課と近畿港政局が共同して指導・監査を実施しているところ。今後とも不正請求を正すべく、取り組みを進めてまいりたい。

【発言】

○関西は特に不正請求がひどい状況がある。

【回答】

○監査の結果不正の事実が明らかになった場合は、営業停止などの措置を講じている。

72．マッサージ指圧師の雇用を促進してください。また、そのための研修会を積極的に開催してください。

【文書回答】

○視覚障がい者あん摩マッサージ指圧師の機能訓練指導員としての採用につきましては、障がい者の雇用の機会を広げ、また利用者へのサービスを向上するという観点からも大変重要なことだと考えております。

○特別養護老人ホームにおいては、介護報酬の機能訓練指導員加算も活用し積極的に雇用を進めていただくよう呼びかけており、平成２１年度当初で堺市を除く府内の特別養護老人ホーム３２施設で３７名が雇用されております。

○また、平成１６年度からは、大阪府視覚障害者福祉協会の協力のもと、府が施設から求人票の提供を受け、それを協会に提供させていただくことにより雇用の拡大を図っており、昨年度は協会で実施された機能訓練指導員養成研修の修了者のうち採用を希望される６名の方に対し、求人情報の提供を行いました。

○府といたしましては、機能回復訓練が利用者の自立を促し、日常生活を営むのに必要な機能を改善するなど重要な役割を果たしており、また、あん摩、マッサージ、指圧により身体的、精神的にも癒されるといった効果がありますことから、引き続き施設や関係団体に対しまして、特別養護老人ホームにおける視覚障がい者あん摩マッサージ指圧師の機能訓練指導員としての雇用について積極的に対応するよう働きかけてまいりたいと存じます。

(以上回答部局課名)福祉部高齢介護室施設課

○平成19年度まで本府で実施しておりました「視覚障害施術者講習会」の再開を求める趣旨とお聞きしておりますので、このことについて回答いたします。上記講習会につきましては、平成20年度の財政再建プログラムで「廃止」とされましたので、ご理解いただきますようお願いいたします。

(回答部局課名)健康医療部保健医療室医療対策課

73．技能講習会や資格取得講習の手話通訳保障のため、府独自に労働関係の手話通訳派遣制度を創設してください。

【基本回答】

府の職業訓練、職業能力開発センターでは専任の手話通訳者３名、時間雇用での通訳者１４人を配置。テクノ講座では３コースに通訳者を配置して実施予定。大聴協の協力により、手話のできる講師、手話通訳を配置。充実を図ってまいりたい。技能講習会については障害者介助等助成金を活用してもらいたいが、制限があるため制度改善を国に働きかけたい。

【発言】

○企業で働いている障害者は、情報処理などＩТのスキルアップが必要だが、聴覚障害者は通訳がないと勉強できない。要望は企業の研修に通訳を派遣できるようにしてほしいというもの。

○ろうあ者が会社で働く場合、様々な困難がある。労働場面では対策が遅れている。技術的なスキルが求められることが多いが、独学になってしまう。会社では通訳などの対応は費用が必要なため出来ない。制度をつくってほしい。「合理的配慮」の観点からも必要ではないか。

【回答】

○スキルアップは必要と認識。在職者向けの講座（13講座）を実施。通訳付きは３講座あるので利用してほしい。

【発言】

○仕事の帰りに行ける場所か。テクノ講座は堺で実施している。

○一人ひとりのニーズへの対応が必要。講座の話ではない。

【回答】

○講座は土曜日に実施もしている。障害者介助等助成金は278,000円で１０年限定や事業主の負担など改善が必要。

【発言】

○通院等では通訳の派遣制度があるが、労働にはない。だから制度を作ってほしいと要望している。

【回答】

○講座の充実、国への要望ということしか回答できない。

【発言】

○こちらから提案を持っていきたい。対応はしてくれるか？

【回答】

○対応する。

＜住宅・交通・まちづくり施策の整備、参政権保障＞

74．障害者が安心して入居できるバリアフリー住宅を計画的に整備してください。

①一般住宅への家賃助成制度を創設してください。

【基本回答】

障害の状況に応じた住環境の確保は重要な課題。民間賃貸住宅に入居できるよう、大阪安心賃貸支援事業を実施しているところ。家賃助成の実施は困難。

②障害者住宅改造費助成を増額してください。また、必用に応じて複数回助成が受けられることを周知徹底し、市町村が使える対策を講じるように、指導を行ってください。

【基本回答】

補助限度額の引き上げは、大阪府の財政状況から困難。改造助成は限られた予算の範囲内で可能な限り多くの方々に利用していただけるよう、原則として１回とさせていただいているが、特別な事情がある場合は、複数回の利用を認めている。市町村にこの旨を周知していきたい。

75．障害者が安心して入居できる、公営住宅を大幅に増やしてください。また、単身・家族同居を問わず入居できるようにしてください。府営住宅の整備にあたっては、一般向け居室にも車椅子常用者が入居できるよう、バリアフリーな環境を整えてください。

【基本回答】

府の財政事情を踏まえ、府営住宅総合ストック活用計画に基づき、新たな設置は行わず、耐震等の改修を行っている。

同居親族要件が必要となっており、単身は障害者などに例外的に認められてきたが、公営住宅法が改正され、平成１８年より法令どおり募集をしているところ。

介助･車椅子が必要となった場合にもすみ続けることができるよう、あいあい住宅を供給している

76．府営住宅の障害者への家賃減免制度を拡充してください。

【基本回答】

減免対象者の決定の方法は生活保護基準の世帯生活費を基準としている。生活扶助費に加え障害者加算も算定根拠としているので、ご理解いただきたい。

【発言】

○家賃負担がきびしい。減免をしてほしい。（知的・身障）

【回答】

○応能・応益家賃ということで、収入と利便性に応じたものとなっている。

77．必要な時にいつでも介護が受けられるよう、介護事業を併設させた「ケア付き住宅」を公営でつくってください。

【基本回答】

介護保険制度により在宅入所･通所の各種給付が行われている。地域密着型サービスも創設されており、今後＜介護保険制度の円滑な運営に努めてまいりたい。府営住宅のバリアフリー化については、玄関・廊下・便所などにゆとりを持たせた、あいあい住宅のほか、ハーフメイド方式の住宅を供給している。

【発言】

○ケア付住宅に関するこんだんを肢障協と持ったことがあるが、中断してそのままとなっている。

○府営住宅の中に介護施設を併設した公的なケア付住宅をモデル的に作ってほしい。

78．道路を障害者が安心して歩けるように整備してください。視覚障害者の歩行の妨げとなっている駅前・繁華街などの歩道上の放置自転車をなくすよう引き続き対策を講じてください。またチラシ配布や府政だよりへの掲載など、具体的な取り組みを行ってください。

【文書回答】

○放置自転車や違法駐車は、視覚に障がいのある方々や高齢の方々はもとより、すべての人々の歩行の妨げとなる障害物であります。

○駅周辺に集中して発生する放置自転車につきましては、年間を通じ、市や町において鉄道事業者や警察等の協力を得て撤去･整理､街頭での指導・啓発活動が実施されています。

○大阪府におきましても、６月の「めいわく駐車追放府民運動」、８月の「道路ふれあい月間」、１１月の「駅前放置自転車クリーンキャンペーン」において、市や町、それに警察等の行政機関、鉄道事業者、地域の方々と協同して、駅周辺を重点的にポスターの掲示、チラシを配布するなどにより、府民の意識啓発やモラルの向上を図るための取組を実施しています。

○また、土木事務所では、苦情や要望があった場合や道路パトロールにおいて、府が管理する道路に放置された自転車を必要な手続きを経て、撤去しております。

○今後とも、市や町、鉄道事業者をはじめ、地域の団体等とも連携を強化し、放置自転車及びめいわく駐車の防止に向けた啓発活動等に取り組んでまいります。

(回答部局課名)都市整備部交通道路室道路環境課

79．障害者の参政権保障に向け抜本的な施策を講じてください。

①障害者の参政権保障に向け抜本的な施策を講じてください。点字の選挙公報を発行するよう国に働きかけてください。

【文書回答】

公職選挙法においては、選挙公報を点字で発行する旨の定めはありませんが、当委員会としましては、視覚に障がいのある選挙人に対して、候補者等の政見を知る機会を確保することが必要であるとの観点から、これまでも都道府県選挙管理委員会連合会を通じて、国に対し法令改正の要望を行ってまいりましたが、今後とも要望の趣旨を踏まえて引き続き国に対して働きかけてまいりたいと考えております。また、当委員会では、従来から視覚に障がいのある選挙人の選挙権行使について、現行法の範囲内でできる限りの支援を図るという考えのもと、次のような取組みを行っているところです。

○当委員会が管理執行する選挙(衆議院小選挙区、参議院選挙区、府知事、府議会議員選挙)における取組み

・財団法人大阪府視覚障害者福祉協会が選挙公報の全文を点字化した｢選挙のお知らせ｣(月刊府視協号外)の購入、配付

・同協会が選挙公報や選挙の方法等を音訳し、録音した｢選挙のお知らせ｣の購入、配付

○国が管理執行する選挙（衆・参議院比例代表選挙）における取組み

・社会福祉法人日本盲人福祉委員会が選挙公報の全文を点字化した「選挙のお知らせ」（点字毎日号外）の購入、配付

・同協会が選挙公報の全文を音声テープ版及び音声コード付き拡大文字版とした「選挙のお知らせ」（愛盲時報号外）の購入、配付

　当委員会としましては、今後とも、視覚に障がいのある方の選挙権行使のために点字や音訳テープによる「選挙のお知らせ」を購入･配付してまいりたいと考えております。

(回答部局課名)大阪府選挙管理委員会

②障害者の参政権保障に向け抜本的な施策を講じてください。点字の在宅投票（郵便投票）を認めてください。

【文書回答】

　選挙の投票については、公職選挙法において選挙当日に投票所へ行けない選挙人の投票権を確保するために「不在者投票」制度が設けられています。その中で、両下肢に重度の障がいのある方などについては、自宅等において投票できる「郵優等による不在者投票」の制度が設けられていますが、この制度は、選挙人が自書する場合のみを対象としており、点宇による投票については対象としておりません。当委員会としましては、障がいのある方や寝たきり高齢者など外出が困難な方が参政権を行使する上で「郵優等による不在者投票」制度の拡充が重要であるとの観点から、これまでも都道府県選挙管理委員会連合会を通じて、国に対し法令改正の要望を行ってまいりましたが、今後とも要望の趣旨を踏まえて引き続き国に対して働きかけてまいりたいと考えております。

(回答部局課名)大阪府選挙管理委員会

③障害者の参政権保障に向け抜本的な施策を講じてください。聴覚障害者の参政権保障のために「政見放送への手話通訳、字幕の導入」を大阪府選挙管理委員会の責任で、国に強く働きかけてください。

【文書回答】

　政見放送への手話通訳、字幕の導入は、聴覚に障がいのある方が参政権を行使する上で大変重要であると考えております。現在、手話通訳及び字幕の導入については、衆議院議員小選挙区選挙において候補者届出政党がビデオ持込方法で行う政見で可能となっています。このほか、手話通訳については、参議院議員比例代表選挙において名簿届出政党が実施放送局に申込みできるものとされています。また、平成20年９月に「政見放送及び経歴放送実施規程」が改正され、衆議院議員比例代表選挙における名簿届出政党も実施放送局に対して手話通訳を申し込むことができることになり、次回総選挙から導入されることとなりました。しかし、これらの選挙以外における手話通訳や字幕の導入については、国におきましても検討を行っていますが、放送局側の技術的な課題や手話通訳者の確保などがあり、未だ実現には至っておりません。当委員会としましては、今後とも、すべての政見放送への手話通訳及び字幕の導入が図られるよう、都道府県選挙管理委員会連合会を通じて、国に対し法令改正を働きかけまいりたいと考えております。

(回答部局課名)大阪府選挙管理委員会

以上
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